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調査対象 
企業数 

調査企業数 内訳 有効 
回答率 

有効回答 構成比 製造業 非製造業 

北東アジア 2,540 1,478 31.9 769 709 58.2 

  
  
  
  

中国 1,438 874 18.9 559 315 60.8 

香港・マカオ 333 236 5.1 51 185 70.9 

韓国 246 205 4.4 100 105 83.3 

台湾 523 163 3.5 59 104 31.2 

 本年度調査の概要(1) 
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アジア・オセアニアにおける日系企業活動の実態
を把握し、その結果を広く提供することを目的とす
る。 

調査目的 

北東アジア5カ国・地域、ASEAN9カ国、南西アジ
ア4カ国、オセアニア2カ国の計20カ国・地域に進
出する日系企業（日本側による直接、間接の出資
比率が10％以上の企業）。 

調査対象 

2015年(平成27年) 10月8日～11月13日 

調査時期 

(社、%) 

調査は1987年より実施し、本年度は第26回目。 

2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。 

図表の数値は四捨五入しているため、合計が必
ずしも100％とはならない。 

台湾の調査については、公益財団法人交流協会
の協力を得て実施した。 

備考 

調査は1987年より実施し、本年度は第29回目。 

2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。 

図表の数値は四捨五入しているため、合計が必
ずしも100％とはならない。 

台湾の調査については、公益財団法人交流協会
の協力を得て実施した。 

備考 

9,590社に回答を依頼し、4,635社より有効回答を
得た。国・地域別の内訳は右表の通り(有効回答
率48.3％)。  

回収状況 

ASEAN 5,545 2,313 49.9 1,307 1,006 41.7 

  

  

  

  

  

  

  

  

タイ 1,618 563 12.1 360 203 34.8 

ベトナム 1,027 557 12.0 364 193 54.2 

インドネシア 946 397 8.6 232 165 42.0 

マレーシア 940 300 6.5 172 128 31.9 

シンガポール 421 228 4.9 48 180 54.2 

フィリピン 239 119 2.6 78 41 49.8 

カンボジア 188 97 2.1 39 58 51.6 

ミャンマー 123 34 0.7 2 32 27.6 

ラオス 43 18 0.4 12 6 41.9 

南西アジア 1,015 565 12.2 278 287 55.7 

  

  

  

  

インド 749 446 9.6 215 231 59.5 

バングラデシュ 149 51 1.1 34 17 34.2 

スリランカ 76 38 0.8 11 27 50.0 

パキスタン 41 30 0.6 18 12 73.2 

オセアニア 490 279 6.0 94 185 56.9 

  

  

オーストラリア 339 201 4.3 61 140 59.3 

ニュージーランド 151 78 1.7 33 45 51.7 

総数 9,590 4,635 100.0 2,448 2,187 48.3 
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中国 

計 遼寧省 北京市 天津市 山東省 江蘇省 上海市 湖北省 福建省 広東省 その他 

回答企業数 874 97 92 29 89 56 97 64 41 226 83 

構成比（%） 100.0  11.1  10.5 3.3 10.2 6.4 11.1 7.3 4.7 25.9 9.5 

中国 省市別構成比 

中国 業種別構成比 

（注1）左記の業種分類の内訳は以下のとおり 

1.食料品：食品・農水産加工品 

2.繊維：繊維（紡績・織物・化学繊維）、衣服・繊維
製品 

3.木材・パルプ：木材・木製品、紙・パルプ 

4.化学・医薬：化学品・石油製品、医薬品、プラス
チック製品 

5.鉄・非鉄・金属：鉄鋼（鋳造製品を含む）、非鉄
金属、金属製品（メッキ加工を含む） 

6.一般機械器具：一般機械（金型・機械工具を含
む） 

7.電気機械器具：電気機械・電子機器、電気・電
子部品 

8.輸送機械器具：輸送用機器（自動車・二輪車）、
輸送用機器部品（自動車・二輪車） 

9.精密機械器具：精密機械、医療機器 

10.卸売・小売業：商社、流通、販売会社 

11.金融・保険業：銀行、保険、証券 

 

（注2）中国の省市別の調査結果は回答企業
数20社以上の省市、業種別の調査結果は原
則各設問の有効回答10社以上の業種を掲載

した。このため、掲載業種・省市の回答企
業数の合計は総数を下回る。 

 
 

 

 

非製造業 計 
回答企業数 構成比（%） 

315  36.0  

卸売・小売業 118  13.5  

運輸業 45  5.1  

通信・ソフトウエア業 27  3.1  

金融・保険業 24  2.7  

建設業 8  0.9  

その他非製造業 93  10.6  

中国 企業規模別構成比 

大企業 

回答企業数 

中小企業 

回答企業数 

構成比 
（%） 

構成比 
（%） 

中国 572  65.5  302  34.6  

北京市 84  91.3  8  8.7  

湖北省 47  73.4  17  26.6  

江蘇省 36  64.3  20  35.7  

遼寧省 62  63.9  35  36.1  

上海市 62  63.9  35  36.1  

天津市 18  62.1  11  37.9  

広東省 138  61.1  88  38.9  

福建省 22  53.7  19  46.3  

山東省 47  52.8  42  47.2  

その他 56  67.5  27  32.5  

（注）中小企業の定義は、日本の中小企業基本法
の定めに基づく。 

製造業 計 
回答企業数 構成比（%） 

559 64.0  

 

電気機械器具 113  12.9  

輸送機械器具 94  10.8  

化学・医薬 69  7.9  

鉄・非鉄・金属 63  7.2  

食料品 42  4.8  

一般機械器具 38  4.3  

精密機械器具 27  3.1  

繊維 26  3.0  

ゴム・皮革 18  2.1  

木材・パルプ 7  0.8  

その他製造業 62  7.1  
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14.3  
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26.7  
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17.9  
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17.3  

27.0  

27.9  

25.8  

19.0  

27.5  

26.8  

31.8  

34.2  

37.9  

32.1  

15年調査(n=863) 

14年調査(n=964) 

15年調査(n=224) 

14年調査(n=259) 

15年調査(n=90) 

14年調査(n=90) 

15年調査(n=56) 

14年調査(n=54) 

15年調査(n=95) 

14年調査(n=104) 

15年調査(n=63) 

14年調査(n=79) 

15年調査(n=97) 

14年調査(n=100) 

15年調査(n=40) 

14年調査(n=56) 

15年調査(n=88) 

14年調査(n=114) 

15年調査(n=29) 

14年調査(n=28) 
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40.0  

63.6  

44.4  

58.7  

50.0  

44.4  

18.2  

11.6  

24.0  

13.1  

24.1  

16.7  

25.0  

13.3  

28.6  

10.9  

23.5  

11.0  

12.9  

28.6  

13.6  

22.2  

6.5  

21.4  

22.2  

36.4  

20.4  

30.0  

9.5  

20.7  

13.9  

25.0  

18.3  

28.6  

21.7  

41.2  

23.2  

62.5  

22.6  

31.4  

22.7  

33.3  

34.8  

28.6  

33.3  

45.5  

大企業(n=563) 

中小企業(n=300) 

大企業(n=137) 

中小企業(n=87) 

大企業(n=36) 

中小企業(n=20) 

大企業(n=60) 

中小企業(n=35) 

大企業(n=46) 

中小企業(n=17) 

大企業(n=82) 

中小企業(n=8) 

大企業(n=62) 

中小企業(n=35) 

大企業(n=22) 

中小企業(n=18) 

大企業(n=46) 

中小企業(n=42) 

大企業(n=18) 

中小企業(n=11) 

2015年の営業利益見込み(中国 省市別､企業規模別) 

 2015年の営業利益見
込みを「黒字」とした中
国進出日系企業の割
合は60.4％。14年調査
の64.1％から3.7ポイン
ト低下。 

 省市別にみると、広東
省、北京市、江蘇省で
は、「黒字」と回答した
企業の割合が6割以上
となった。山東省を除く
すべての都市で14年
調査から黒字と回答し
た企業の割合が低下
した。 

 企業規模別では、大企
業（68.0％）の方が、中
小企業（46.0％）に比
べ、「黒字」と回答した
企業の割合が22.0ポイ
ント高い。 

 湖北省、北京市、天津
市、上海市、遼寧省、
広東省では、「黒字」と
回答した企業の割合に
おいて、大企業と中小
企業の差が20ポイント
以上となった。 
 

省市別 企業規模別 

0 20 40 60 80 100 
(%) 

中国 

(n=863) 

広東省 

(n=224) 

江蘇省 

(n=56) 

上海市 

(n=95) 

湖北省 

(n=63) 

北京市 

(n=90) 

遼寧省 

(n=97) 

福建省 

(n=40) 

山東省 

(n=88) 

天津市 

(n=29) 

中国 

広東省 

北京市 

江蘇省 

上海市 

湖北省 

遼寧省 

福建省 

山東省 

天津市 

（注）n≧20の省市のみ。 

0 20 40 60 80 100 
(%) 

■黒字  ■均衡  ■赤字 
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23.1  
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15.4  

10.3  

21.6  

14.3  

36.5  

19.7  

38.1  

42.6  

38.5  

36.4  

15年調査(n=555) 

14年調査(n=610) 

15年調査(n=93) 

14年調査(n=108) 

15年調査(n=69) 

14年調査(n=75) 

15年調査(n=18) 

14年調査(n=13) 

15年調査(n=113) 

14年調査(n=113) 

15年調査(n=26) 

14年調査(n=29) 

15年調査(n=37) 

14年調査(n=42) 

15年調査(n=63) 

14年調査(n=66) 

15年調査(n=42) 

14年調査(n=47) 

15年調査(n=26) 

14年調査(n=33) 
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62.7  

73.3  

63.6  

68.2  
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61.4  
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15年調査(n=308) 

14年調査(n=354) 

15年調査(n=45) 

14年調査(n=44) 

15年調査(n=22) 

14年調査(n=27) 

15年調査(n=114) 

14年調査(n=137) 

15年調査(n=27) 

14年調査(n=41) 

2015年の営業利益見込み(中国 業種別、企業規模別) （注） 2015年調査のn ≧10の業種のみ。 

 業種別にみると、「黒字」と回答した企業の割合は、製造業
（61.4％）が非製造業（58.4％）を3.0ポイント上回った。 

 有効回答10社以上の業種で黒字企業の割合が高いのは、製造業
では輸送機械器具（74.2％）、化学・医薬（72.5％）、ゴム・皮革
（72.2％）、非製造業では運輸業（73.3％）。他方、黒字企業の割合
が低いのは、製造業では繊維（34.6％）、食料品（45.2％）、鉄・非
鉄・金属（49.2％）、非製造業では通信・ソフトウェア業（55.6％）。 

 企業規模別でみると、製造業、非製造業ともに大企業は中小企業
より黒字企業の割合が高く、それぞれ23.3ポイント、23.9ポイント上
回っている。 
 

製造業 非製造業 
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72.2  

47.8  
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9.2  

9.4  

22.6  

19.2  
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14年調査(n=266) 

15年調査(n=70) 

14年調査(n=88) 

大企業 

中小企業 

企業規模別（非製造業） 

企業規模別（製造業） 

製造業計 

輸送機械器具 
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・金属 

食料品 

繊維 

非製造業計 

運輸業 

金融・保険業 

卸売・小売業 

通信・ 
ソフトウエア業 
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64.2 

62.5  

60.6 
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15 
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2015年の営業利益見込み(中国 輸出比率別､現地調達比率別､従業員規模別) 

 輸出比率別にそれぞれの営業利益（見込み）を比較すると、輸出
比率1～80％未満の企業では、黒字企業の割合が6割を超えてい
る。 

 従業員規模別にみると、従業員数が多いほど、黒字企業の割合
が高い傾向がみられた。他方、従業員49人以下の企業では、黒
字企業の割合が5割に満たなかった。 

 なお、現地調達比率0～90％未満の企業では、黒字企業の割合
が6割を超えているが、90～100％の企業では5割程度にとどまっ
た。 

 

現地調達比率別 輸出比率別 

従業員規模別 
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設立年別の2015年の営業利益見込み 

中国全体 

大企業 中小企業 

 設立年別に2015年の営業利益見込みを見ると、2011年以降に設
立された企業では43.5％が黒字と回答し、相対的に低い割合を
示している。 

 企業規模別にみると、大企業では1991～1995年に設立した企業
では8割近くが黒字と回答、1990年以前に設立した企業も7割が
黒字と回答し、業歴が長いほど黒字と回答した企業の割合が高
い。 

 中小企業では、2011年以降に設立された企業では黒字と回答し
ている企業が3割を切り、5割近くの企業が赤字と回答している。 
 

■黒字  ■均衡  ■赤字 
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33.3 
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29.3 

0.0 

25.5 

10.7 

23.2 

△ 11.6 

22.0 

2.2 

12.4 

△ 4.5 

11.7 

△ 0.9 

5.2 

△ 8.2 

△ 40 △ 20 0 20 40 60 80

16年(n=864) 

15年(n=869) 

16年(n= 28) 

15年(n=29) 

16年(n=63) 

15年(n=63) 

16年(n=41) 

15年(n=41) 

16年(n=55) 

15年(n=56) 

16年(n=95) 

15年(n=95) 

16年(n=91) 

15年(n=91) 

16年(n=89) 

15年(n=89) 

16年(n=223) 

15年(n=225) 

16年(n=97) 

15年(n=97) 

DI値で見た15年､16年の営業利益見通し(中国 省市別) 

 営業利益見込みについて景況感を
示すDI値（注）でみると、中国全体
では、16年のDI 値は20.7ポイント
と15年（マイナス2.4ポイント）から
改善している。 

 省市別でみると、 16年は有効回答
企業数20社以上のすべての省市
において、15年より「改善」すると回
答した企業の割合が、「悪化」する
と回答した企業の割合を上回った
（DI値がプラス）。 

省市別 (ポイント) 

(注) DI値とはDiffusion Indexの略で､「改善」すると回答した企業の割合から､ 
 「悪化」すると回答した企業の割合を差し引いた値。景況感を表す指標として用いられる。 

（注）n≧20の省市のみ。 

中国 

天津市 

湖北省 

福建省 

江蘇省 

上海市 

北京市 

山東省 

広東省 

遼寧省 
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53.9  
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36.4  

4.5  

34.2  

5.1  
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16年(n=310) 

15年(n=311) 

16年(n=26) 

15年(n=27) 

16年(n=22) 

15年(n=22) 

16年(n=117) 

15年(n=117) 

16年(n=45) 

15年(n=45) 

DI値で見た15年､16年の営業利益見通し(中国 業種別、企業規模別) （注）n≧10の業種のみ。 

18.9 

△ 0.5 

24.2 

△ 6.0 
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16年(n=562) 

15年(n=567) 

16年(n=302) 
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大企業 
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△ 11.5 

0.0 

14.8 
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16年(n=554) 

15年(n=558) 

16年(n=42) 

15年(n=42) 

16年(n=69) 
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16年(n=38) 
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16年(n=111) 
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15年(n=27) 

製造業計 

食料品 

化学・医薬 

輸送機械器具 

一般機械器具 

繊維 

鉄・非鉄・金属 

ゴム・皮革 

電気機械器具 

精密機械器具 

非製造業計 

通信・ 
ソフトウエア業 

金融・保険業 

卸売・小売業 

運輸業 

 業種別にみると、16年のDI値は、製造業では食料品（35.7ポイン
ト）、非製造業では通信・ソフトウエア業（53.9ポイント）がそれぞ
れ最も高い。 

 企業規模別にみると、16年のDI値は中小企業のDI値が大企業
のDI値を上回った。 

製造業 非製造業 

企業規模別 

(ポイント) (ポイント) 

(ポイント) 
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現地市場での売上増加 

生産効率の改善(製造業のみ)  

調達コストの削減 

その他支出(管理費、光熱費、燃料費等) の削減 

輸出拡大による売上増加 

人件費の削減 

為替変動 

販売効率の改善 

その他 

15年の営業利益見込みと改善理由 

(％) 

 15年の営業利益見込み（14年比）が「改善」すると回答した企業の
割合は32.0％と、14年調査で「改善」と回答した企業の割合
（42.1％）から10.1ポイント低下した。 

 「改善」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたとこ
ろ、「現地市場での売上増加」（63.2％）が最も多い。 

 13年調査との比較で5ポイント以上上昇したのは「人件費の削減」
（8.3ポイント上昇、20.6％）、「生産効率の改善」（7.2ポイント上昇、
47.4％）、5ポイント以上低下したのは「現地市場での売上増加」
（7.4ポイント低下、63.2％）、「為替変動」（6.9ポイント低下、
13.7％）。 

43.1  42.1  
32.0  

29.2  32.1  
33.6  

27.6  25.8  34.4  
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■改善 

■横ばい 

■悪化 

15年の営業利益見込み（前年との比較） 

2015年の営業利益見込みが改善する理由 

（13年調査、14年調査との比較） 
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15年の営業利益が改善する理由(中国 複数回答、上位6項目、省市別、業種別) 

 「現地市場での売上増加」と回答した企業の割合は、省市別では湖北省（90.0％）上海市（80.0％）、業種別では卸売・小売業（85.4％）が8割以
上に上る。 

 「生産効率の改善」「輸出拡大による売上増加」は地域による差が大きい。 

省
市
別 

業
種
別 

現地市場での売上増加 
生産効率の改善 

(製造業のみ) 
調達コストの削減 

（注）n≧10の省市のみ。 
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69.2  

64.7  

64.3  

60.0  

54.8  

66.0  

85.4  

50.0  

0 20406080100

製造業計 

化学・医薬 

輸送機械器具 

食料品 

鉄・非鉄・金属 

精密機械器具 

電気機械器具 

非製造業計 

卸売・小売業 

運輸業 

（注）n≧10の業種のみ。 

遼寧省(n=29) 北京市(n=29) 湖北省(n=20) 広東省(n=71) 上海市(n=25) 山東省(n=29) 福建省(n=16) 江蘇省(n=20) 

食料品(n=17) 鉄・非鉄・金属(n=14) 化学・医薬(n=26) 

運輸業(n=20) 

製造業(n=171) 

精密機械器具(n=10) 

電気機械器具(n=31) 

卸売・小売業(n=41) 

輸送機械器具(n=39) 

非製造業(n=106) 

現地市場での売上増加 
生産効率の改善 

(製造業のみ) 
調達コストの削減 

その他支出 

(管理費、光熱費等)の削減 
輸出拡大による売上増加 人件費の削減 

その他支出 

(管理費、光熱費等)の削減 
輸出拡大による売上増加 人件費の削減 

22.2  

26.9  

25.6  

23.5  

22.6  

20.0  

14.3  

17.9  

20.0  

9.8  

0 20 40 60 80100

製造業計 

化学・医薬 

輸送機械器具 

食料品 

電気機械器具 

精密機械器具 

鉄・非鉄・金属 

非製造業計 

運輸業 

卸売・小売業 

(％) (％) (％) (％) (％) (％) 

(％) (％) (％) (％) (％) (％) 
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１．営業利益見通し(9) 

13 

65.2  
50.0  

41.0  
57.5  

54.5  
66.0  

29.4  
28.9  

31.3  
27.8  

31.3  
43.0  

17.4  
19.1  
18.8  

17.1  
21.1  

26.6  
13.4  

17.1  
23.8  

0.7  
0.4  
1.2  

13.7  
17.9  

19.5  

0 20 40 60 80 100

15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 

現地市場での売上減少 

人件費の上昇 

輸出低迷による売上減少 

為替変動 

その他支出(管理費、光熱費、燃料費等) の増加 

販売価格への不十分な転嫁 

調達コストの上昇 

金利の上昇 

その他 

(％) 

■15年度調査(n=299) 

14年度調査(n=246) 

13年度調査(n=256) 

15年の営業利益見込みと悪化理由 

43.1  42.1  
32.0  

29.2  32.1  
33.6  

27.6  25.8  34.4  

13年調査(n=930) 14年調査(n=965) 15年調査(n=869) 
0 

20 

40 

60 

80 

100 
(％) 

■改善 

■横ばい 

■悪化 

15年の営業利益見込み（前年との比較） 

2015年の営業利益見込みが悪化する理由 

（13年調査、14年調査との比較） 

 15年の営業利益見込み（14年比）が「悪化」すると回答した企業の
割合は34.4％と、14年調査で「悪化」と回答した企業の割合
（25.8％）から8.6ポイント上昇した。 

 「悪化」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたとこ
ろ、「現地市場での売上減少」（65.2％）、「人件費の上昇」
（57.5％）が2大理由。 

 13年調査との比較で5ポイント以上上昇したのは「現地市場での
売上減少」（24.2ポイント上昇、65.2％）、5ポイント以上低下したの
は、「為替変動」（15.2ポイント低下、27.8％） 、「調達コストの上昇」
（10.4ポイント低下、13.4％）、「販売価格への不十分な転嫁」（9.5
ポイント低下、17.1％）、 「人件費の上昇」（8.5ポイント低下、
57.5％）。 
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24.3  

22.7  

21.4  

21.2  

20.0  

16.7  

16.2  

7.4  

6.3  

0 20 40 60 80 100

広東省 

湖北省 

江蘇省 

山東省 

天津市 

上海市 

遼寧省 

北京市 

福建省 

74.3  

64.3  

60.0  

58.3  

57.6  

56.3  

54.1  

44.4  

36.4  

0 20 40 60 80 100

広東省 

江蘇省 

天津市 

上海市 

山東省 

福建省 

遼寧省 

北京市 

湖北省 

50.0  

43.8  

39.4  

35.1  

28.6  

27.0  

22.2  

22.2  

9.1  

0 20 40 60 80 100

天津市 

福建省 

山東省 

遼寧省 

江蘇省 

広東省 

北京市 

上海市 

湖北省 

81.5  

75.0  

70.3  

64.3  

60.0  

59.5  

59.1  

50.0  

39.4  

0 20 40 60 80 100

北京市 

上海市 

遼寧省 

江蘇省 

天津市 

広東省 

湖北省 

福建省 

山東省 

50.0  

39.4  

37.5  

33.8  

32.4  

22.7  

20.0  

19.4  

11.1  

0 20 40 60 80 100

江蘇省 

山東省 

福建省 

広東省 

遼寧省 

湖北省 

天津市 

上海市 

北京市 

30.0  

21.6  

21.2  

16.7  

16.2  

14.3  

13.6  

12.5  

7.4  

0 20 40 60 80 100

天津市 

遼寧省 

山東省 

上海市 

広東省 

江蘇省 

湖北省 

福建省 

北京市 

１．営業利益見通し(10) 

14 

 「現地市場での売上減少」と回答した企業の割合は、省市別では 北京市（81.5％）、業種別では卸売・小売業（82.9％）が最も高い。 
 「人件費の上昇」と回答した企業の割合は、省市別では広東省（74.3％）、業種別では輸送機械器具（83.9％）、鉄・非鉄・金属（75.0％）で7割以
上に上る。 

15年の営業利益が悪化する理由(中国 複数回答、上位6項目、省市別、業種別) 

省
市
別 

業
種
別 

現地市場での売上減少 人件費の上昇 輸出低迷による売上減少 

（注）n≧10の省市のみ。 

19.6  

43.8  

29.0  

21.9  

20.0  

15.8  

0.0  

11.4  

14.3  

0 20 40 60 80100

製造業計 

食料品 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 

化学・医薬 

一般機械器具 

非製造業計 

卸売・小売業 

30.9  

36.8  

33.3  

31.3  

31.3  

20.8  

16.1  

25.3  

28.6  

0 20 40 60 80100

製造業計 

化学・医薬 

電気機械器具 

食料品 

鉄・非鉄・金属 

一般機械器具 

輸送機械器具 

非製造業計 

卸売・小売業 

29.6  

56.3  

31.6  

31.3  

31.1  

20.8  

19.4  

22.8  

31.4  

0 20 40 60 80100

製造業計 

食料品 

化学・医薬 

鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 

一般機械器具 

輸送機械器具 

非製造業計 

卸売・小売業 

60.9  

83.9  

75.0  

68.9  

56.3  

42.1  

29.2  

48.1  

40.0  

0 20 40 60 80100

製造業計 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 

食料品 

化学・医薬 

一般機械器具 

非製造業計 

卸売・小売業 

65.5  

78.1  

71.0  

70.8  

63.2  

62.2  

43.8  

64.6  

82.9  

0 20 40 60 80100

製造業計 

鉄・非鉄・金属 

輸送機械器具 

一般機械器具 

化学・医薬 

電気機械器具 

食料品 

非製造業計 

卸売・小売業 

（注）n≧10の業種のみ。 

(％) (％) (％) (％) (％) 

(％) (％) (％) (％) (％) 

食料品(n=16) 鉄・非鉄・金属(n=32) 化学・医薬(n=19) 製造業(n=220) 

一般機械器具(n=24) 

電気機械器具(n=45) 

卸売・小売業(n=35) 

輸送機械器具(n=31) 

非製造業(n=79) 

現地市場での売上減少 人件費の上昇 

(％) 

輸出低迷による売上減少 為替変動 
その他支出 

(管理費、光熱費等) の増加 

販売価格への 

不十分な転嫁 

為替変動 
その他支出(管理費、光熱 

費、燃料費等) の増加 

販売価格への 

不十分な転嫁 

19.1  

31.6  

31.3  

18.8  

17.8  

12.9  

12.5  

11.4  

14.3  

0 20 40 60 80100

製造業計 

化学・医薬 

食料品 

鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 

輸送機械器具 

一般機械器具 

非製造業計 

卸売・小売業 

(％) 

遼寧省(n=37) 北京市(n=27) 湖北省(n=22) 広東省(n=74) 上海市(n=36) 山東省(n=33) 福建省(n=16) 江蘇省(n=14) 天津市(n=10) 
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１．営業利益見通し(11) 
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51.4  43.6  38.5  

37.1  
41.7  43.6  

11.4  14.7  17.8  

13年調査(n=926) 14年調査(n=966) 15年調査(n=864) 
0 

20 

40 

60 

80 

100 
(％) 

■改善 

■横ばい 

■悪化 

75.0  
75.1  

77.7  
48.2  

50.6  
48.4  

22.9  
23.2  
24.0  

22.3  
22.3  

19.8  
20.8  

17.5  
16.2  

18.1  
17.7  

22.7  
17.2  

12.2  
11.6  

5.1  
3.6  
4.2  

10.5  
7.7  

10.9  

0 20 40 60 80 100

15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 

現地市場での売上増加 

生産効率の改善（製造業のみ） 

輸出拡大による売上増加 

販売効率の改善 

その他支出(管理費、光熱費、燃料費等) の削減 

調達コストの削減 

人件費の削減 

為替変動 

その他 

(％) 

16年の営業利益見通しと改善理由 
16年の営業利益見通し（前年との比較） 

2016年の営業利益見通しが改善する理由 

（13年調査、14年調査との比較） 

 16年の営業利益見通し（15年比）が「改善」すると回答した企業の
割合は38.5％と、14年調査で「改善」と回答した企業の割合
（43.6％）から5.1ポイント低下した。 

 「改善」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたとこ
ろ、「現地市場での売上増加」（75.0％）が最も多い。 

 13年調査との比較で5ポイント以上上昇したのは「人件費の削減」
（5.6ポイント上昇、17.2％）。 

■15年調査(n=332) 

14年調査(n=418) 

13年調査(n=475)  
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１．営業利益見通し(12) 

16 

「現地市場での売上増加」と回答した企業の割合は、省市別では上海市（85.0％）、業種別では卸売・小売業（91.1％）が最も高かった。 
「生産効率の改善」は、省市別では山東省（81.3％）、業種別では電気機械器具（69.2％）が高い。 

16年の営業利益が改善する理由(中国 複数回答、上位6項目、省市別、業種別) 

36.4  

26.3  

26.3  

26.0  

17.9  

17.5  

16.7  

15.0  

13.3  

0 20 40 60 80 100

北京市 

天津市 

福建省 

広東省 

遼寧省 

上海市 

山東省 

江蘇省 

湖北省 

現地市場での売上増加 
生産効率の改善 

(製造業のみ) 
輸出拡大による売上増加 

（注）n≧10の省市のみ。 

81.3  

51.9  

50.0  

50.0  

50.0  

46.7  

43.8  

36.4  

25.0  

0 20 40 60 80 100

山東省 

広東省 

遼寧省 

江蘇省 

湖北省 

福建省 

上海市 

天津市 

北京市 

36.4  

30.0  

27.4  

25.0  

23.3  

17.9  

16.7  

10.5  

5.3  

0 20 40 60 80 100

北京市 

上海市 

広東省 

江蘇省 

山東省 

遼寧省 

湖北省 

天津市 

福建省 

85.0  

84.9  

80.0  

75.3  

75.0  

71.4  

70.0  

68.4  

68.4  

0 20 40 60 80 100

上海市 

北京市 

湖北省 

広東省 

江蘇省 

遼寧省 

山東省 

天津市 

福建省 

36.7  

35.0  

31.6  

22.5  

21.9  

21.1  

17.9  

15.2  

10.0  

0 20 40 60 80 100

山東省 

江蘇省 

福建省 

上海市 

広東省 

天津市 

遼寧省 

北京市 

湖北省 

20.5  

38.5  

36.8  

21.2  

21.1  

18.9  

0.0  

21.2  

35.7  

31.3  

17.9  

10.0  

0 20 40 60 80100

製造業計 

電気機械器具 

食料品 

化学・医薬 

鉄・非鉄・金属 

輸送機械器具 

一般機械器具 

非製造業計 

運輸業 

通信･ｿﾌﾄｳｴｱ業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

23.1  

42.3  

31.6  

26.3  

15.2  

10.8  

0.0  

22.6  

37.5  

35.7  

21.4  

0.0  

0 20 40 60 80100

製造業計 

電気機械器具 

食料品 

鉄・非鉄・金属 

化学・医薬 

輸送機械器具 

一般機械器具 

非製造業計 

通信･ｿﾌﾄｳｴｱ業 

卸売・小売業 

運輸業 

金融・保険業 

19.5  

40.0  

31.6  

21.2  

21.1  

19.2  

2.7  

26.3  

28.6  

26.8  

18.8  

10.0  

0 20 40 60 80100

製造業計 

一般機械器具 

食料品 

化学・医薬 

鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 

輸送機械器具 

非製造業計 

運輸業 

卸売・小売業 

通信･ｿﾌﾄｳｴｱ業 

金融・保険業 

48.2  

69.2  

51.4  

47.4  

45.5  

42.1  

20.0  

0 20 40 60 80100

製造業計 

電気機械器具 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

化学・医薬 

食料品 

一般機械器具 

75.4  

84.9  

84.2  

84.2  

81.1  

80.0  

61.5  

74.5  

91.1  

70.0  

62.5  

50.0  

0 20 40 60 80100

製造業計 

化学・医薬 

食料品 

鉄・非鉄・金属 

輸送機械器具 

一般機械器具 

電気機械器具 

非製造業計 

卸売・小売業 

金融・保険業 

通信･ｿﾌﾄｳｴｱ業 

運輸業 

（注）n≧10の業種のみ。 

化学・医薬(n=33) 

運輸業(n=14) 

製造業(n=195) 

一般機械器具(n=15) 

電気機械器具(n=26) 

卸売・小売業(n=56) 

輸送機械器具(n=37) 

非製造業(n=137) 

現地市場での売上増加 
生産効率の改善 

(製造業のみ) 

25.0  

23.3  

21.1  

17.9  

16.7  

16.7  

10.5  

10.0  

9.1  

0 20 40 60 80 100

江蘇省 

広東省 

天津市 

遼寧省 

山東省 

湖北省 

福建省 

上海市 

北京市 

輸出拡大による売上増加 販売効率の改善 
その他支出(管理費、 

光熱費等) の削減 
調達コストの削減 

販売効率の改善 
その他支出(管理費、光熱 

費等) の削減 
調達コストの削減 

25.6  

34.6  

32.4  

30.3  

15.8  

13.3  

10.5  

7.3  

14.3  

10.0  

7.1  

6.3  

0 20 40 60 80100

製造業計 

電気機械器具 

輸送機械器具 

化学・医薬 

鉄・非鉄・金属 

一般機械器具 

食料品 

非製造業計 

運輸業 

金融・保険業 

卸売・小売業 

通信･ｿﾌﾄｳｴｱ業 

遼寧省(n=28) 北京市(n=33) 湖北省(n=30) 広東省(n=73) 上海市(n=40) 山東省(n=30) 福建省(n=19) 江蘇省(n=20) 天津市(n=19) 

食料品(n=19) 

通信・ソフトウエア業(n=16) 

鉄・非鉄・金属(n=19) 

金融・保険業(n=10) 

省
市
別 

業
種
別 

(％) (％) (％) (％) (％) (％) 

(％) (％) (％) (％) (％) (％) 
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１．営業利益見通し(13) 
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60.1  
63.1  

78.8  
49.0  

52.5  
28.8  

37.3  
31.2  

37.5  
17.7  

26.2  
26.0  

17.7  
26.2  

27.9  
17.7  

22.0  
29.8  

13.1  
30.5  

25.0  
0.0  
0.7  
0.0  

17.0  
14.2  

21.2  

0 20 40 60 80 100

15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 
15年調査 
14年調査 
13年調査 

人件費の上昇 

現地市場での売上減少 

輸出低迷による売上減少 

調達コストの上昇 

その他支出(管理費、光熱費、燃料費等) の増加 

販売価格への不十分な転嫁 

為替変動 

金利の上昇 

その他 

(％) 

51.4  43.6  38.5  

37.1  
41.7  43.6  

11.4  14.7  17.8  

13年調査(n=926) 14年調査(n=966) 15年調査(n=864) 
0 

20 

40 

60 

80 

100 
(％) 

■改善 

■横ばい 

■悪化 

16年の営業利益見通しと悪化理由 
16年の営業利益見通し（前年との比較） 

2016年の営業利益見通しが悪化する理由 

（13年調査、14年調査との比較） 

 16年の営業利益見通し（15年比）が「悪化」すると回答した企業の
割合は17.8％と、14年調査で「悪化」と回答した企業の割合
（14.7％）から3.1ポイント上昇した。 

 「悪化」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたとこ
ろ、「人件費の上昇」（60.1％）、「現地市場での売上減少」
（49.0％）が2大理由。 

 13年調査との比較で5ポイント以上上昇したのは「現地市場での
売上減少」（20.2ポイント上昇、49.0％）、5ポイント以上低下したの
は「人件費の上昇」（18.7ポイント低下、60.1％）、「販売価格への
不十分な転嫁」（12.2ポイント低下、17.7％）、「為替変動」（11.9ポ
イント低下、13.1％）、「その他支出（管理費、光熱費、燃料費等）
の増加」（10.2ポイント低下、17.7％）、「調達コストの上昇」（8.3ポイ
ント低下、17.7％）。 

■15年度調査(n=153) 

14年度調査(n=141) 

13年度調査(n=104) 
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１．営業利益見通し(14) 
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「人件費の上昇」と回答した企業の割合は、省市別では山東省（68.4％）、広東省（68.1％）、上海市（61.1％）、遼寧省（60.9％）、業種別では輸送
機械器具（83.3％）、鉄・非鉄・金属（66.7％）、電気機械器具（66.7％）が6割以上に上る。 

「現地市場での売上減少」は、それぞれ北京市（83.3％）、化学・医薬（66.7％）が最も高い。 

16年の営業利益が悪化する理由(中国 複数回答、上位6項目、省市別、業種別) 

26.1  

25.0  

19.2  

15.8  

0.0  

0 20 40 60 80 100

遼寧省 

北京市 

広東省 

山東省 

上海市 

人件費の上昇 現地市場での売上減少 輸出低迷による売上減少 

（注）n≧10の省市のみ。 
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61.1  

47.8  

38.3  

26.3  

0 20 40 60 80 100

北京市 

上海市 

遼寧省 

広東省 

山東省 

36.8  

21.3  

11.1  

8.3  

4.4  

0 20 40 60 80 100

山東省 

広東省 

上海市 

北京市 

遼寧省 

68.4  

68.1  

61.1  

60.9  

41.7  

0 20 40 60 80 100

山東省 

広東省 

上海市 

遼寧省 

北京市 

57.9  

46.8  

39.1  

27.8  

0.0  

0 20 40 60 80 100

山東省 

広東省 

遼寧省 

上海市 

北京市 

19.8  

33.3  

26.7  

9.5  

8.3  

12.8  

12.5  

7.1  

0 20 40 60 80100

製造業計 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 

化学・医薬 

非製造業計 

卸売・小売業 

運輸業 

37.7  

42.9  

40.0  

33.3  

11.1  

36.2  

57.1  

37.5  

0 20 40 60 80100

製造業計 

電気機械器具 

鉄・非鉄・金属 

化学・医薬 

輸送機械器具 

非製造業計 

運輸業 

卸売・小売業 

21.7  

27.8  

20.0  

16.7  

9.5  

8.5  

14.3  

12.5  

0 20 40 60 80100

製造業計 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

化学・医薬 

電気機械器具 

非製造業計 

運輸業 

卸売・小売業 

45.3  

66.7  

50.0  

47.6  

46.7  

57.5  

62.5  

50.0  

0 20 40 60 80100

製造業計 

化学・医薬 

輸送機械器具 

電気機械器具 

鉄・非鉄・金属 

非製造業計 

卸売・小売業 

運輸業 

62.3  

83.3  

66.7  

66.7  

41.7  

55.3  

57.1  

43.8  

0 20 40 60 80100

製造業計 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 

化学・医薬 

非製造業計 

運輸業 

卸売・小売業 

（注）n≧10の業種のみ。 

鉄・非鉄・金属(n=15) 化学・医薬(n=12) 電気機械器具(n=21) 

運輸業(n=14) 

輸送機械器具(n=18) 

卸売・小売業(n=16) 

製造業(n=106) 

非製造業(n=47) 

人件費の上昇 現地市場での売上減少 輸出低迷による売上減少 調達コストの上昇 
その他支出(管理費、 

光熱費等) の増加 

調達コストの上昇 
その他支出(管理費、光熱 

費、燃料費等) の増加 

遼寧省(n=23) 北京市(n=12) 上海市(n=18) 山東省(n=19) 広東省(n=47) 

省
市
別 

業
種
別 

(％) (％) (％) (％) (％) 

(％) (％) (％) (％) (％) 

販売価格への 

不十分な転嫁 

販売価格への 

不十分な転嫁 

23.4 

22.2  

15.8  

13.0  

8.3  

0 20 40 60 80 100

広東省 

上海市 

山東省 

遼寧省 

北京市 

18.9  

33.3  

19.1  

13.3  

8.3  

14.9  

21.4  

12.5  

0 20 40 60 80100

製造業計 

輸送機械器具 

電気機械器具 

鉄・非鉄・金属 

化学・医薬 

非製造業計 

運輸業 

卸売・小売業 

(％) 
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２.今後の事業展開(1) 
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今後１～２年の事業展開の方向性（中国 省市別） 

 今後1～2年の事業展開の方向性について、「拡大」すると回答した企業の割合は38.1％と、前年より8.4ポイント低下した。一方、「縮小」（8.8％）
もしくは「第三国（地域）へ移転・撤退」（1.7％）と回答した企業の割合は10.5％と前年比3.0ポイント上昇し、現状維持は51.3％と前年比5.3ポイント
上昇した。 

 省市別では、江蘇省（52.7％）、湖北省（52.4％）、北京市（42.9％)、天津市(42.9％)、福建省(39.0％)、上海市(38.5％)で「拡大」するとの割合が中
国全体平均（38.1％）を上回った。 

0 40 60 20 80 100 

(%) 

中国 

 江蘇省 

 湖北省 

 北京市 

 天津市 

 福建省 

 上海市 

 広東省 

 山東省 

 遼寧省 

省市別 

（注）n≧20の省市のみ。 
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51.9  
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76.2  

42.9  
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59.8  

42.9  

48.3  
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39.0  

48.2  

44.6  
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49.5  

61.9  

36.8  

41.5  
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30.7  
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51.8  

22.7  

35.6  

47.7  

51.3  

46.0  
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40.7  

39.0  

42.9  

37.5  

22.2  

51.7  

34.8  

35.6  

42.9  

37.9  

37.5  

51.2  

50.0  

50.0  

55.2  

41.0  

33.0  

47.5  

49.6  

45.2  

55.7  

53.5  

44.5  

67.0  

56.4  

43.0  

8.8  

6.5  

5.0  

3.6  

5.6  

2.4  

3.2  

1.3  

1.6  

5.5  

5.4  

4.6  

14.3  

10.3  

3.1  

9.8  

1.8  

3.6  

2.1  

7.6  

4.1  

13.9  

7.4  

7.4  

12.5  

7.9  

2.7  

9.3  

7.9  

7.5  

1.7  

1.0  

1.2  

1.8  

1.9  

4.9  

1.6  

3.5  

3.1  

1.8  
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1.9  

1.0  

1.8  

1.6  

0.7  

1.1  

0.9  

0.9  

1.0  

1.9  

15年調査(n=863) 

14年調査(n=970) 

13年調査(n=931) 

15年調査(n=55) 

14年調査(n=54) 

13年調査(n=41) 

15年調査(n=63) 

14年調査(n=80) 

13年調査(n=63) 

15年調査(n=91) 

14年調査(n=92) 

13年調査(n=87) 

15年調査(n=28) 

14年調査(n=29) 

13年調査(n=32) 

15年調査(n=41) 

14年調査(n=56) 

13年調査(n=56) 

15年調査(n=96) 

14年調査(n=105) 

13年調査(n=97) 

15年調査(n=223) 

14年調査(n=258) 

13年調査(n=272) 

15年調査(n=88) 

14年調査(n=114) 

13年調査(n=110) 

15年調査(n=97) 

14年調査(n=101) 

13年調査(n=107) 

拡大                 現状維持             縮小                 第三国（地域）へ移転・撤退               



今後１～２年の事業展開の方向性（中国 省市別、輸出・内販比率） 

 地域別では、江蘇省（52.7％）、湖北省（52.4％）、北京市（42.9％）、上海市（38.5％）で、事業を「拡大」するとの回答の割合が中国全体平均
（38.1％）よりも高い。特に、内販比率（売上高に占める国内販売の比率）が全国平均（63.9％）より高い湖北省（90.9％）、北京市（84.3％）、
上海市（73.3％）では、事業拡大意欲も相対的に高い傾向がみられる。 

 他方、山東省、山東省、遼寧省といった輸出比率（売上高に占める輸出の比率）が全国平均（36.2％）より高い山東省（53.4％）、広東省
（44.8％）、遼寧省（39.3％）では、事業拡大傾向が相対的に低い傾向がみられる。 
 

２.今後の事業展開(2) 
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今後の事業展開の方向性 輸出・内販比率 
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5.5  

4.8  
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拡大 現状維持 縮小もしくは移転・撤退 
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90.9  
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（注）n≧50の省市のみ。 
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拡大 現状維持 縮小 第三国(地域)へ移転・撤退 
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50～99人(n=49) 

100～199人(n=43) 

200～499人(n=28) 

500～999人(n=5) 

1,000人～(n=17) 

36.7  

27.6  

34.0  

36.6  

41.1  

31.1  

51.1  

59.2  

52.0  

54.5  

48.9  

51.4  

5.6  

11.8  
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8.1  
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1.0  

0.8  

1.4  

1～49人(n=90) 

50～99人(n=76) 

100～199人(n=100) 

200～499人(n=123) 

500～999人(n=90) 

1,000人～(n=74) 

設立年別 輸出比率別 

現地調達比率別 2015年営業利益見込み別 従業員規模別＜製造業＞ 

従業員規模別＜非製造業＞ 

今後１～２年の事業展開の方向性（営業利益見込み別、設立年別等） 

 今後1～2年の事業展開の方向性について設立年との関係で見ると、設立後の経過年数が短いほど、事業拡大を志向する企業の割合が高い
傾向がみられた。 

 売上に占める輸出比率との関係では、輸出比率の低い（国内販売比率の高い）企業ほど、事業拡大志向が高い傾向がみられた。 
 従業員規模との関係では、非製造業において、特に1,000人以上の従業員規模の企業で事業拡大志向が高い傾向がみられた。 

２.今後の事業展開(3) 
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２.今後の事業展開(4) 
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 主な販売先別(企業向け/消費者向け)で事業拡大傾向をみると、消費者向け販売(B to C)を主とする企業では、「拡大」と回答した割合が 
  51.1％と、企業向け販売(B to B)を主とする企業(36.4％)を上回った。 
 省市別にみると、企業向けでは、湖北省、江蘇省で「拡大」の割合が5割を超えた。他方、消費者向けでは、上海市、福建省で「拡大」の割合が6
割を超えた。 

今後１～２年で事業を「拡大」する比率(中国   業態別、省市別) 
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（注）n≧10 の省市のみ。 （注）n≧5の省市のみ。 
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今後１～２年の事業展開の方向性(中国 業種別、企業規模別) 

 業種別に事業拡大を志向する企業の割合をみると、製造業（34.9％）は前年から7.6ポイント低下、非製造業（43.9％）が同9.5ポイント低下した。
低下の幅が大きかったのは、輸送機械器具（▲13.0ポイント）、電気機械器具（▲11.4ポイント）だった。一方、上昇したのは金融・保険業（1.4ポ
イント）のみであった。 

 業種別で「拡大」の割合が5割以上となったのは、製造業では食料品（52.4％）、非製造業では卸売・小売業（50.9％）であった。 
 企業規模別に「拡大」の割合の前年比を見ると、大企業は製造業が7.8ポイント低下、非製造業が10.6ポイント低下、中小企業は製造業が7.2ポ
イント低下、非製造業が6.3ポイント低下と、いずれも低下した。 
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今後１～２年の事業展開の方向性（中国 省市別、輸出・内販比率） 

 製造業では内販比率が全国平均（57.9％）よりも高い「食料品」（60.8％）、「輸送機械器具」（72.7％）、化学・医薬（66.5％）で、事業の拡大志向
が高い。他方、輸出比率が70.0％と高い「繊維」では事業の拡大志向が低い（19.2％）という傾向がみられる。 

 輸出比率が66.0％と高い「通信・ソフトウエア業」でも、事業を「拡大」するとの回答が46.2％となった。また、内販比率が78.1％と高い「卸売・小
売業」の事業の拡大志向は5割を超えた。 

２.今後の事業展開(6) 
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２.今後の事業展開(7) 
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今後１～２年で事業を「拡大」する理由(中国 複数回答、上位５項目、省市別、業種別） 
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事業を「拡大」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたと
ころ、「売上の増加」（81.3％）が最も多く、「成長性、潜在力の高さ」
（49.7％）が続いた。 

「売上の増加」と回答した企業の割合は、省市別では山東省
（92.6％）、業種別では鉄・非鉄・金属（93.3％）が最も高かった。「成長
性、潜在力の高さ」の回答割合は、非製造業（62.7％）が製造業
（40.6％）を22.1ポイント上回った。 
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■15年度調査(n=326) 14年度調査(n=450) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

(％) 

(％) 



62.1  

39.1  

22.1  

16.2  

10.6  

8.7  

7.8  

6.2  

57.5  

38.9  

28.3  

14.6  

8.1  

12.6  

9.2  

5.8  
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拡大する機能(中国 複数回答) 

販売機能 

生産(高付加価値品)  

生産(汎用品)  

研究開発 

地域統括機能 

物流機能 

サービス事務機能 
(シェアードサービス、コールセンターなど)  

その他 

■15年調査(n=322)  14年調査(n=445) 

事業を「拡大」すると回答した企業に対し、具体的に「拡大する機能」を複数回答で尋ねたところ、62.1％の企業が「販売機能」を拡大すると回答し
た。 

次いで回答割合が高かった「生産機能」では、高付加価値製品の生産機能を拡大する割合（39.1％）が汎用品（22.1％）を17.0ポイント上回った。 

0 20 40 60 80 

(％) 
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拡大する機能(中国 複数回答省市別、業種別) 

販売機能 
生産 

( 高付加価値品)  

生産 

( 汎用品)  
研究開発 地域統括機能  物流機能 

サービス事務機能 
( シェアードサービス、 

コールセンターなど) 

総数 

(n=322) 
62.1 総数 39.1 総数 22.1 総数 16.2 総数 10.6 総数 8.7 総数 7.8 

業
種
別 

卸売・小売業
(n=58) 

91.4 
化学・医薬
(n=26) 

80.8 
輸送機械器具
(n=39) 

46.2 食料品(n=21) 38.1 
卸売・小売業
(n=58) 

13.8 
卸売・小売業
(n=58) 

19.0 
電気機械器具
(n=27) 

11.1 

食料品(n=21) 61.9 
電気機械器具
(n=27) 

55.6 
電気機械器具
(n=27) 

40.7 
輸送機械器具
(n=39) 

23.1 
電気機械器具
(n=27) 

11.1 
化学・医薬
(n=26) 

7.7 
卸売・小売業
(n=58) 

10.3 

化学・医薬
(n=26) 

61.5 
輸送機械器具
(n=39) 

53.9 
化学・医薬
(n=26) 

34.6 
化学・医薬
(n=26) 

11.5 
化学・医薬
(n=26) 

7.7 
輸送機械器具
(n=39) 

2.6 
化学・医薬
(n=26) 

3.9 

電気機械器具
(n=27) 

55.6 食料品(n=21) 33.3 食料品(n=21) 33.3 
電気機械器具
(n=27) 

11.1 食料品(n=21) 4.8 食料品(n=21) 0.0 食料品(n=21) 0.0 

輸送機械器具
(n=39) 

41.0 
卸売・小売業
(n=58) 

25.9 
卸売・小売業
(n=58) 

13.8 
卸売・小売業
(n=58) 

8.6 
輸送機械器具
(n=39) 

2.6 
電気機械器具
(n=27) 

0.0 
輸送機械器具
(n=39) 

0.0 

省
市
別 

上海市(n=37) 75.7 江蘇省(n=29) 51.7 湖北省(n=32) 40.6 江蘇省(n=29) 20.7 北京市(n=38) 21.1 山東省(n=27) 14.8 遼寧省(n=22) 18.2 

北京市(n=38) 71.1 広東省(n=80) 47.5 江蘇省(n=29) 27.6 北京市(n=38) 18.4 遼寧省(n=22) 13.6 上海市(n=37) 13.5 上海市(n=37) 13.5 

湖北省(n=32) 62.5 山東省(n=27) 44.4 広東省(n=80) 21.3 遼寧省(n=22) 18.2 山東省(n=27) 11.1 北京市(n=38) 10.5 北京市(n=38) 13.2 

広東省(n=80) 61.3 上海市(n=37) 35.1 上海市(n=37) 16.2 広東省(n=80) 16.3 広東省(n=80) 8.8 湖北省(n=32) 9.4 湖北省(n=32) 9.4 

山東省(n=27) 59.3 遼寧省(n=22) 31.8 山東省(n=27) 14.8 上海市(n=37) 16.2 上海市(n=37) 8.1 遼寧省(n=22) 9.1 広東省(n=80) 5.0 

江蘇省(n=29) 58.6 北京市(n=38) 26.3 遼寧省(n=22) 13.6 山東省(n=27) 14.8 江蘇省(n=29) 6.9 広東省(n=80) 6.3 山東省(n=27) 3.7 

遼寧省(n=22) 54.6 湖北省(n=32) 21.9 北京市(n=38) 7.9 湖北省(n=32) 6.3 湖北省(n=32) 6.3 江蘇省(n=29) 0.0 江蘇省(n=29) 0.0 

(％) （注）n≧20の省市・業種。 

省市別で見ると、販売機能を拡大するとの回答割合が上海市(75.7％)と北京市（71.1％）で7割を超え、他省よりも高い。また、高付加価値品の生
産機能を拡大するとの回答割合が、江蘇省(51.7％)で5割を超え、広東省(47.5％)、山東省(44.4％)で4割以上となっている。 

業種別で見ると、販売機能を拡大するとの回答割合が、卸売・小売業（91.4％）で他業種よりも高い。高付加価値品の生産機能を拡大するとの
回答割合が化学・医薬で80.8％、汎用品の生産機能を拡大するとの回答割合が輸送機械器具で46.2％、電気機械器具で40.7％と相対的に高い。 
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 中国進出日系企業の今後1～2年の事業展開の方向性について、「縮小」（8.8％）もしくは「第三国（地域）への移転･撤退」（1.7％）と回答した
企業は91社（構成比10.5％）と14年調査から3.0ポイント上昇した。一方、「拡大」は8.4ポイント低下し38.1％となった。 

 事業を「縮小」もしくは「移転・撤退」する理由についての回答（複数回答）では、「売上の減少」（67.1％）が14年調査結果の61.1％から6.0ポイ
ント上昇した。これに 「コストの増加」（63.6％）、「成長性、潜在力の低さ」（36.4％）が続く。 

 「縮小」もしくは「第三国（地域）への移転･撤退」と回答した企業の割合を業種別にみると、製造業（12.3％）が非製造業（7.4％）より多く、中でも
繊維（23.1％）、電気機械器具（18.0％）が高い。 

中国進出日系企業の今後1～2年の事業展開の方向性  

67.1  

63.6  

36.4  

15.9  

15.9  

14.8  

13.6  

13.6  

13.6  

61.1  

65.3  

31.9  

16.7  

12.5  

19.4  

13.9  

11.1  

12.5  

売上の減少 

コストの増加 

(調達コスト、人件費など)  

成長性、潜在力の低さ 

高付加価値製品への低い受容性 

生産・販売ネットワーク見直し 

労働力確保の難しさ 

規制の強化 

取引先との関係 

その他 

15年調査（n=88） 14年調査（n=72) 

0 20 40 60 80 

(％) 

100 事業縮小もしくは移転・撤退と回答した企業内訳 

製造業 68社   (12.3%) 

繊維    6社  (23.1%) 

電気機械器具  20社  (18.0%) 

鉄・非鉄・金属  10社  (16.1%) 

精密機械器具    4社  (14.8%) 

一般機械器具    4社  (10.5%) 

化学・医薬   5社   (7.2%) 

輸送機械器具   5社   (5.4%) 

非製造業  23社   (7.4%) 

運輸業      5社  (11.1%) 

卸売・小売業   10社   (8.6%) 
（注2）カッコ内は、各省市、業種の回答企業数に占める、「事業縮小｣もしくは「第三国（地域）への移転・撤
退」と回答した企業の割合。 

上海市 

6社 

(6.3%) 

遼寧省 

10社 

(10.3%) 
山東省 

12社 

(13.6%) 

広東省 

35社 

(15.7%) 

（注1）「事業縮小」もしくは「第三国（地域）への移転・撤
退」と回答した企業数3社以上の業種、省・直轄市。 

66.8  
52.3  
54.2  

46.5 
38.1 

28.9  
42.0  
39.5  

46.0 
51.3 

2.7  
4.0  
5.0  
6.5 

8.8 

1.7  
1.8  
1.2  
1.0 
1.7 

11年調査(n=894) 
12年調査(n=853) 
13年調査(n=931) 
14年調査(n=970) 
15年調査(n=863) 

拡大(％) 現状維持 縮小 第三国(地域)へ移転・撤退 

事業縮小もしくは移転・撤退の理由 

北京市 

5社 

(5.5%) 

天津市 

4社 

(14.3%) 

(％) 

福建省 

4社 

(9.8%) 

江蘇省 

3社 

(5.5%) 

湖北省 

3社 

(4.8%) 
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21.0 
37.4 

23.8 
22.0 
20.0 
18.5 
18.4 
17.7 

11.8 

26.4 
31.0 

27.3 
22.7 

11.5 

41.8 
29.7 

41.3 
53.7 

32.0 
51.9 

44.7 
45.6 

42.7 

48.8 
50.4 

50.0 
40.9 

53.9 

37.2 
33.0 
34.9 

24.4 
48.0 

29.6 
36.8 
36.8 

45.5 

24.8 
18.6 

22.7 
36.4 
34.6 

製造業(n=548) 
輸送機械器具(n=91) 
鉄・非鉄・金属(n=63) 

食料品(n=41) 
繊維(n=25) 

精密機械器具(n=27) 
一般機械器具(n=38) 

化学・医薬(n=68) 
電気機械器具(n=110) 

非製造業(n=303) 
卸売・小売業(n=113) 
金融・保険業(n=22) 

運輸業(n=44) 
通信・ソフトウエア業(n=26) 

２.今後の事業展開(11) 
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現地従業員の増減 (中国 過去１年の変化、今後の予定、省市別、業種別) 
■ 増加 

 横ばい 

 減少 

省市別 業種別 

22.9 

41.3 

27.7 

25.9 

24.2 

22.0 

20.0 

18.7 

17.7 

7.1 

44.3 

44.4 

46.8 

38.9 

48.4 

46.3 

41.2 

48.0 

41.7 

57.1 

32.8 

14.3 

25.5 

35.2 

27.5 

31.7 

38.8 

33.3 

40.6 

35.7 

中国(n=851) 

湖北省(n=63) 

上海市(n=94) 

江蘇省(n=54) 

北京市(n=91) 

福建省(n=41) 

山東省(n=85) 

広東省(n=219) 

遼寧省(n=96) 

天津市(n=28) 

30.4 

51.7 

38.5 

36.3 

34.0 

32.1 

29.7 

25.0 

23.8 

23.4 

47.7 

45.0 

41.0 

50.6 

52.8 

35.7 

50.6 

47.2 

48.8 

50.0 

22.0 

3.3 

20.5 

13.2 

13.2 

32.1 

19.8 

27.8 

27.4 

26.6 

中国(n=829) 

湖北省(n=60) 

福建省(n=39) 

上海市(n=91) 

江蘇省(n=53) 

天津市(n=28) 

北京市(n=91) 

広東省(n=212) 

山東省(n=84) 

遼寧省(n=94) 

過去1年の変化 

今後の予定 

（注）n≧20の省市のみ。 （注）n≧20の業種のみ。 

過去1年の変化 

25.1 
41.0 
38.6 

27.0 
24.6 

20.0 
17.9 
16.7 
15.5 

40.1 
62.5 

45.5 
27.9 

19.1 

47.7 
38.5 
42.1 

48.7 
54.1 

48.0 
46.3 

45.8 
49.1 

47.6 
29.2 

44.6 
58.1 

47.6 

27.3 
20.5 
19.3 

24.3 
21.3 

32.0 
35.8 
37.5 
35.5 

12.2 
8.3 

10.0 
14.0 

33.3 

製造業(n=535) 
食料品(n=39) 

輸送機械器具(n=88) 
一般機械器具(n=37) 
鉄・非鉄・金属(n=61) 
精密機械器具(n=25) 

化学・医薬(n=67) 
繊維(n=24) 

電気機械器具(n=110) 

非製造業(n=294) 
通信・ソフトウエア業(n=24) 

卸売・小売業(n=110) 
運輸業(n=43) 

金融・保険業(n=21) 

今後の予定 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 



２.今後の事業展開(12) 

Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 30 

日本人駐在員の増減 (中国 過去１年の変化、今後の予定、省市別、業種別) 

（注）n≧15の省市のみ。 （注）n≧20の業種のみ。 

■ 増加 

 横ばい 

 減少 

9.6 
16.9 
12.1 
11.1 
9.8 
8.2 
8.0 
7.9 
3.2 

11.8 
14.0 
11.9 
8.7 
8.7 

66.7 
66.3 

63.6 
66.7 
68.3 

55.5 
84.0 
81.6 

77.4 

64.3 
69.8 

62.4 
65.2 
65.2 

23.7 
16.9 

24.2 
22.2 
22.0 

36.4 
8.0 

10.5 
19.4 

23.9 
16.3 

25.7 
26.1 
26.1 

製造業(n=541) 
輸送機械器具(n=89) 

化学・医薬(n=66) 
精密機械器具(n=27) 

食料品(n=41) 
電気機械器具(n=110) 

繊維(n=25) 
一般機械器具(n=38) 
鉄・非鉄・金属(n=62) 

非製造業(n=297) 
運輸業(n=43) 

卸売・小売業(n=109) 
通信・ソフトウエア業(n=23) 

金融・保険業(n=23) 

省市別 業種別 

10.4 

16.3 

13.4 

11.1 

9.3 

6.7 

6.5 

5.1 

3.6 

3.6 

65.9 

59.8 

60.2 

77.8 

68.5 

58.9 

71.7 

76.9 

76.2 

64.3 

23.8 

23.9 

26.4 

11.1 

22.2 

34.4 

21.7 

18.0 

20.2 

32.1 

中国(n=838) 

上海市(n=92) 

広東省(n=216) 

湖北省(n=63) 

江蘇省(n=54) 

北京市(n=90) 

遼寧省(n=92) 

福建省(n=39) 

山東省(n=84) 

天津市(n=28) 

4.5 

10.5 

8.3 

7.1 

6.7 

5.7 

4.5 

4.4 

2.4 

2.3 

67.7 

73.7 

61.7 

57.1 

69.7 

67.9 

58.4 

73.3 

68.4 

74.4 

27.8 

15.8 

30.0 

35.7 

23.6 

26.4 

37.1 

22.2 

29.2 

23.3 

中国(n=821) 

福建省(n=38) 

湖北省(n=60) 

天津市(n=28) 

上海市(n=89) 

江蘇省(n=53) 

北京市(n=89) 

遼寧省(n=90) 

広東省(n=209) 

山東省(n=86) 

過去1年の変化 

今後の予定 

過去1年の変化 

3.0 
4.7 
4.6 
3.9 
2.8 
2.5 
1.8 

7.3 
9.3 
6.6 
4.6 

67.5 
61.6 

75.8 
50.0 

75.0 
72.5 

61.8 
92.0 

63.3 

68.2 
74.4 

67.0 
68.2 

59.1 

29.5 
33.7 

19.7 
46.2 

22.2 
25.0 

36.4 
8.0 

36.7 

24.6 
16.3 

26.4 
27.3 

40.9 

製造業(n=532) 
輸送機械器具(n=86) 

化学・医薬(n=66) 
精密機械器具(n=26) 
一般機械器具(n=36) 

食料品(n=40) 
電気機械器具(n=110) 

繊維(n=25) 
鉄・非鉄・金属(n=60) 

非製造業(n=289) 
運輸業(n=43) 

卸売・小売業(n=106) 
通信・ソフトウエア業(n=22) 

金融・保険業(n=22) 

今後の予定 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 
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経営の現地化 

34.6 

22.7 

22.0 

20.3 

14.1 

9.7 

6.2 

67.6 

36.1 

26.5 

21.2 

18.7 

12.4 

3.4 

6.7 

0.6 

0.1 

37.4 

25.3 

24.0 

24.0 

14.6 

9.8 

4.9 

69.8 

38.4 

26.7 

19.9 

19.3 

13.2 

3.4 

4.9 

0.8 

0.2 

29.1 

17.5 

17.9 

13.1 

13.1 

9.3 

8.6 

63.4 

31.7 

26.1 

23.9 

17.5 

10.8 

3.4 

10.1 

0.4 

0.0 

日本人駐在員削減の難しさ 

日本人駐在員のマネジメント力 

日本人駐在員の語学力( 英語・現地語)  

本社から現地への権限委譲が進まない 

現地人材に割り振るポジションの不足 

人材登用に関する本社方針との不一致 

本社・日本サイドのその他の問題 

現地人材の能力・意識 

幹部候補人材の採用難 

現地における企画・マーケティング力 

現地における製品・サービス開発力 

現地人材の語学力( 日本語および英語)  

幹部候補人材の離職率の高さ 

現地サイドのその他の問題 

特に問題はない 

その他 

今後も現地化の取り組みは予定していない 

総数(n=797) 大企業(n=529) 中小企業(n=268) 

72.4 

53.3 

35.3 

31.9 

28.5 

17.2 

13.2 

11.1 

6.9 

1.6 

2.2 

78.1 

59.7 

40.3 

32.1 

30.1 

16.6 

13.6 

11.9 

5.2 

1.4 

2.3 

61.7 

41.3 

25.8 

31.5 

25.5 

18.5 

12.4 

9.4 

10.1 

2.0 

2.0 

現地化を意識した現地人材の 

研修・育成の強化 

現地人材の登用 

( 部長・課長級、店長)  

現地化を意識した能力主義など 

人事制度の改正 

現地における製品・ 

サービス開発力の強化 

現地化を意識した即戦力 

となる現地人材の中途採用 

現地における販売戦略の 

決定権限の強化 

現地人材の登用 

( 役員級)  

本社から現地への権限の委譲 

現地化の取り組みは 

していない 

Ｍ＆Ａによる 

人材・経営資源の獲得 

その他 

総数(n=859) 大企業(n=561) 中小企業(n=298) 

経営の現地化を進めるための取り組み（複数回答） 経営の現地化を進めるに当たっての問題点（複数回答） 

「経営の現地化を進めるための取り組み」では、「現地化を意識した現地人材の研修・育成の強化」（72.4％）、「現地人材の登用（部長・課長級、
店長）」（53.3％）と答えた企業の割合が多かった。企業規模別にみると、「現地人材の登用（部長・課長級、店長）」 の大企業の回答率が中小企
業の回答率を18.4ポイント上回るほか、「現地化を意識した現地人材の研修・育成の強化」 「現地化を意識した能力主義など人事制度の改正」
も大企業の回答率が中小企業の回答率を10ポイント以上多い結果となっている。 

「経営の現地化を進めるに当たっての問題点」では、「現地人材の能力・意識」等、現地サイドの問題を挙げる企業の割合が比較的多い。 

本
社
・
日
本
サ
イ
ド
の
問
題 

現
地
サ
イ
ド
の
問
題 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 

(％) 
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60.4  

59.9  

57.7  

53.6  

51.1  

47.8  

43.3  

43.2  

41.5  

江蘇省(n=53) 

広東省(n=212) 

天津市(n=26) 

山東省(n=84) 

北京市(n=90) 

上海市(n=90) 

湖北省(n=60) 

遼寧省(n=95) 

福建省(n=41) 

56.8 
65.2 

63.2 
57.3 
57.1 

56.0 
56.0 

50.0 
42.1 

41.3 
63.6 

49.5 
42.3 

40.0  

製造業(n=542) 
輸送機械器具(n=89) 
化学・医薬(n=68) 

電気機械器具(n=110) 
鉄・非鉄・金属(n=63) 

繊維(n=25) 
精密機械器具(n=25) 

食料品(n=40) 
一般機械器具(n=38) 

非製造業(n=288) 
金融・保険業(n=22) 

卸売・小売業(n=107) 
通信・ソフトウエア業(n=26) 

運輸業(n=40) 

40.1 44.9  51.5  

59.9 55.1  48.6  

13年調査 

（n=900) 

14年調査 

（n=938) 

15年調査 

（n=830) 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

(％) 

構築していない 構築している 

国内外で代替生産・供給できる体制を構築していると回答した企業の
割合は51.5％と、14年調査の44.9％から6.6ポイント上昇した。 

代替生産・供給地を見ると、日本（38.0％）が最も高く、タイ（13.4％）、
ベトナム（9.3％）が続いた。 

国内・国外で代替生産・供給できる体制構築の有無 

「構築している」と回答した割合(業種別) 
0 20 40 60 

(％) 

「構築している」と回答した割合(省市別) 
0 20 40 80 

(％) 

（注）「その他製造業」「その他非製造業」を除く。 

代替生産・供給地（複数回答） 

（注）代替生産・供給ができる体制を構築していると答えた企業数が30社以上の省市のみ。 

80 

(％) 

60   
代替生産・供給地 

日本 タイ ベトナム インドネシア 米国 

総数(n=830) 38.0 13.4 9.3 5.3 5.2 

輸送機械器具(n=89) 58.4 30.3 3.4 11.2 20.2 

  

化学・医薬(n=68) 50.0 20.6 13.2 8.8 11.8 

電気機械器具(n=110) 42.7 12.7 15.5 2.7 1.8 

鉄・非鉄・金属(n=63) 41.3 14.3 7.9 1.6 1.6 

[製造業] 大企業(n=318) 51.6 22.0 12.6 8.2 10.4 

[製造業] 中小企業(n=224) 37.1 9.4 9.8 3.1 1.8 
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経営上の問題点(中国 全分野上位10項目、複数回答) 

回答項目          
2015年調査 

（％） 
2014年調査 

（％） 
増減 

（ポイント） 

1位 従業員の賃金上昇 84.3 83.9  0.4 

2位 品質管理の難しさ 61.4 53.7  7.7 

3位 従業員の質 55.5 55.6  △0.1  

4位 限界に近づきつつあるコスト削減 54.2 47.5  6.7 

5位 競合相手の台頭( コスト面で競合)  50.7 53.7 △3.0  

6位 主要取引先からの値下げ要請 44.7 42.9 1.8 

6位 新規顧客の開拓が進まない 44.7 47.4 △2.7  

8位 主要販売市場の低迷( 消費低迷)  40.4 30.8  9.6  

9位 通関等諸手続きが煩雑 39.1 43.2  △4.1  

10位 通関に時間を要する 37.3 36.8 0.5  

経営上の問題点では、「従業員の賃金上昇」（84.3％）が14年調査に引き続き最大で、以下、「品質管理の難しさ」「従業員の質」「限界に近づ
きつつあるコスト削減」が続く。  

「主要販売市場の低迷（消費低迷）」は14年調査比9.6ポイント上昇し、特に遼寧省、江蘇省では20ポイント前後上昇した。 

「品質管理の難しさ」は14年調査比7.7ポイント上昇した。輸送機械器具、一般機械器具では問題点として挙げる企業の割合は7割に上る。 

日系企業は主に、コスト上昇（「従業員の賃金上昇」）に加え、厳しいコスト削減圧力（「限界に近づきつつあるコスト削減」「競合相手の台頭（コ
スト面で競合）」「主要取引先からの値下げ要請」）に直面している。また、労務面（「従業員の質」）でも問題を抱えていることがうかがえる。 
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経営上の問題点(中国 全分野上位10項目、省市別、複数回答) 

従業員の賃金上昇 品質管理の難しさ 
限界に近づきつつある
コスト削減 

従業員の質 
競合相手の台頭( コスト
面で競合)  

84.3  

91.9 

90.7  

85.4 

83.7 

83.5 

83.2 

79.4 

79.3 

73.0 

0 20 40 60 80 100

中国(n=859) 

広東省(n=222) 

江蘇省(n=54) 

福建省(n=41) 

山東省(n=86) 

北京市(n=91) 

上海市(n=95) 

遼寧省(n=97) 

天津市(n=29) 

湖北省(n=63) 

55.5 

69.0 

61.1 

59.3 

57.1 

56.3 

55.7 

50.6 

48.4 

41.5 

0 20 40 60 80 100

中国(n=859) 

天津市(n=29) 

江蘇省(n=54) 

山東省(n=86) 

湖北省(n=63) 

広東省(n=222) 

遼寧省(n=97) 

北京市(n=91) 

上海市(n=95) 

福建省(n=41) 

54.2 

82.4 

61.2 

61.1 

54.6 

53.3 

52.0 

50.0 

50.0 

38.1 

0 20 40 60 80 100

中国(n=542) 

天津市(n=17) 

広東省(n=170) 

上海市(n=36) 

江蘇省(n=44) 

山東省(n=60) 

北京市(n=25) 

遼寧省(n=56) 

福建省(n=34) 

湖北省(n=42) 

50.7 

57.1 

53.6 

53.6 

53.6 

52.4 

49.4 

46.3 

42.6 

39.0 

0 20 40 60 80 100

中国(n=854) 

北京市(n=91) 

広東省(n=220) 

遼寧省(n=97) 

天津市(n=28) 

湖北省(n=63) 

山東省(n=85) 

上海市(n=95) 

江蘇省(n=54) 

福建省(n=41) 

主要取引先からの値下
げ要請 

新規顧客の開拓が進ま
ない 

主要販売市場の低迷
( 消費低迷)  

通関等諸手続きが煩雑 通関に時間を要する 

44.7 

59.3 

56.4 

55.6 

47.4 

40.0 

39.3 

36.6 

33.7 

31.9 

0 20 40 60 80 100

中国(n=854) 

江蘇省(n=54) 

広東省(n=220) 

湖北省(n=63) 

遼寧省(n=97) 

山東省(n=85) 

天津市(n=28) 

福建省(n=41) 

上海市(n=95) 

北京市(n=91) 

44.7 

50.0 

49.4 

47.4 

46.3 

45.9 

42.9 

42.3 

41.3 

38.9 

0 20 40 60 80 100

中国(n=854) 

天津市(n=28) 

山東省(n=85) 

上海市(n=95) 

福建省(n=41) 

広東省(n=220) 

北京市(n=91) 

遼寧省(n=97) 

湖北省(n=63) 

江蘇省(n=54) 

40.4 

46.3 

44.4 

44.3 

42.9 

42.9 

41.8 

39.0 

35.5 

28.2 

0 20 40 60 80 100

中国(n=854) 

上海市(n=95) 

江蘇省(n=54) 

遼寧省(n=97) 

天津市(n=28) 

湖北省(n=63) 

北京市(n=91) 

福建省(n=41) 

広東省(n=220) 

山東省(n=85) 

39.1 

50.0 

43.3 

43.0 

38.0 

36.1 

35.7 

34.9 

29.6 

29.3 

0 20 40 60 80 100

中国(n=834) 

江蘇省(n=54) 

広東省(n=217) 

遼寧省(n=93) 

上海市(n=92) 

北京市(n=83) 

山東省(n=84) 

湖北省(n=63) 

天津市(n=27) 

福建省(n=41) 

37.3 

46.3 

44.6 

43.0 

38.7 

37.0 

31.8 

29.8 

29.3 

27.7 

0 20 40 60 80 100

中国(n=834) 

江蘇省(n=54) 

上海市(n=92) 

遼寧省(n=93) 

広東省(n=217) 

天津市(n=27) 

湖北省(n=63) 

山東省(n=84) 

福建省(n=41) 

北京市(n=83) 

（注）n≧15の省市のみ。 

61.4  

70.5  

69.6  

64.7  

61.9  

61.7  

60.0  

55.9  

55.6  

52.0  

0 20 40 60 80 100

中国(n=542) 

江蘇省(n=44) 

遼寧省(n=56) 

天津市(n=17) 

湖北省(n=42) 

山東省(n=60) 

広東省(n=170) 

福建省(n=34) 

上海市(n=36) 

北京市(n=25) 

(％) 
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 経営上の問題点では、「従業員の賃金上昇」を挙げる企業の割合が天津市（2位）以外で最大となっており、いずれの省でも7割以上となった。 

 「調達コストの上昇」を挙げる企業の割合は、北京市（52.0％）、上海市（41.7％）が相対的に高い。 

 「現地通貨の対円為替レートの変動」を挙げる企業の割合は、江蘇省（48.2％）、遼寧省（47.4％）、天津市（46.4％）、山東省（45.9％）、福建省
（41.5％）で4割以上となった。 

北京市 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 83.5% 

2位 
競合相手の台頭( コスト面
で競合)  

57.1% 

3位 品質管理の難しさ 52.0% 

3位 
限界に近づきつつあるコスト
削減 

52.0% 

3位 調達コストの上昇 52.0% 

6位 従業員の質 50.6% 

7位 新規顧客の開拓が進まない 42.9% 

8位 
主要販売市場の低迷( 消費
低迷)  

41.8% 

9位 
日本人出向役職員( 駐在
員) のコスト 

40.7% 

10位 
税務( 法人税、移転価格課
税など) の負担 

39.1% 

経営上の問題点(中国 省市別、全分野上位10項目、複数回答) 

上海市 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 83.2% 

2位 
限界に近づきつつあるコスト
削減 

61.1% 

3位 品質管理の難しさ 55.6% 

4位 従業員の質 48.4% 

5位 新規顧客の開拓が進まない 47.4% 

6位 
競合相手の台頭( コスト面で
競合) 

46.3% 

6位 
主要販売市場の低迷( 消費
低迷)  

46.3% 

8位 通関に時間を要する 44.6% 

9位 調達コストの上昇 41.7% 

10位 通関等諸手続きが煩雑 38.0% 

広東省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 91.9% 

2位 
限界に近づきつつあるコスト
削減 

61.2% 

3位 品質管理の難しさ 60.0% 

4位 
主要取引先からの値下げ要
請 

56.4% 

5位 従業員の質 56.3% 

6位 
競合相手の台頭( コスト面で
競合)  

53.6% 

7位 新規顧客の開拓が進まない 45.9% 

8位 通関等諸手続きが煩雑 43.3% 

9位 
税務( 法人税、移転価格課税
など) の負担 

39.6% 

9位 取引先からの発注量の減少 39.6% 

（注）n≧15の省市のみ。ピンクのハイライトは「3.経営上の問
題点(1)」の中国全体の上位10項目に入っていない項目。 
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経営上の問題点(中国 省市別、全分野上位10項目、複数回答) 

山東省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 83.7% 

2位 品質管理の難しさ 61.7% 

3位 従業員の質 59.3% 

4位 
限界に近づきつつあるコス
ト削減 

53.3% 

5位 
競合相手の台頭( コスト面
で競合)  

49.4% 

5位 
新規顧客の開拓が進まな
い 

49.4% 

7位 
現地通貨の対円為替レー
トの変動 

45.9% 

8位 
主要取引先からの値下げ
要請 

40.0% 

9位 環境規制の厳格化 36.7% 

10位 通関等諸手続きが煩雑 35.7% 

天津市 回答率 

1位 
限界に近づきつつあるコ
スト削減 

82.4% 

2位 従業員の賃金上昇 79.3% 

3位 従業員の質 69.0% 

4位 品質管理の難しさ 64.7% 

5位 
取引先からの発注量の
減少 

57.1% 

6位 
競合相手の台頭( コスト
面で競合)  

53.6% 

7位 
新規顧客の開拓が進ま
ない 

50.0% 

8位 
解雇・人員削減に対する
規制 

48.3% 

9位 
現地通貨の対円為替
レートの変動 

46.4% 

10位 
主要販売市場の低迷( 消
費低迷)  

42.9% 

遼寧省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 79.4% 

2位 品質管理の難しさ 69.6% 

3位 従業員の質 55.7% 

4位 
競合相手の台頭( コスト面
で競合)  

53.6% 

5位 
限界に近づきつつあるコス
ト削減 

50.0% 

6位 
主要取引先からの値下げ
要請 

47.4% 

6位 
現地通貨の対円為替レー
トの変動 

47.4% 

8位 
主要販売市場の低迷( 消
費低迷)  

44.3% 

9位 通関等諸手続きが煩雑 43.0% 

9位 通関に時間を要する 43.0% 

（注）n≧15の省市のみ。ピンクのハイライトは「3.経営上の問
題点(1)」の中国全体の上位10項目に入っていない項目。 
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経営上の問題点(中国 省市別、全分野上位10項目、複数回答) 

福建省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 85.4% 

2位 品質管理の難しさ 55.9% 

3位 
限界に近づきつつあるコス
ト削減 

50.0% 

4位 
新規顧客の開拓が進まな
い 

46.3% 

5位 従業員の質 41.5% 

5位 
現地通貨の対円為替レー
トの変動 

41.5% 

7位 
主要販売市場の低迷( 消
費低迷)  

39.0% 

7位 
競合相手の台頭( コスト面
で競合)  

39.0% 

7位 
人材( 一般ワーカー) の採
用難[ 製造業のみ]  

39.0% 

10位 
主要取引先からの値下げ
要請 

36.6% 

湖北省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 73.0% 

2位 品質管理の難しさ 61.9% 

3位 従業員の質 57.1% 

4位 
主要取引先からの値下
げ要請 

55.6% 

5位 
競合相手の台頭( コスト
面で競合)  

52.4% 

6位 
主要販売市場の低迷( 消
費低迷)  

42.9% 

7位 
新規顧客の開拓が進ま
ない 

41.3% 

8位 
限界に近づきつつあるコ
スト削減 

38.1% 

9位 
取引先からの発注量の
減少 

36.5% 

10位 通関等諸手続きが煩雑 34.9% 

江蘇省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 90.7% 

2位 品質管理の難しさ 70.5% 

3位 従業員の質 61.1% 

4位 
主要取引先からの値下げ
要請 

59.3% 

5位 
限界に近づきつつあるコス
ト削減 

54.6% 

6位 通関等諸手続きが煩雑 50.0% 

7位 
現地通貨の対円為替レー
トの変動 

48.2% 

8位 環境規制の厳格化 47.7% 

9位 通関に時間を要する 46.3% 

10位 
取引先からの発注量の減
少 

44.4% 

（注）n≧15の省市のみ。ピンクのハイライトは「3.経営上の問
題点(1)」の中国全体の上位10項目に入っていない項目。 



58.8 

65.9  

61.1  

60.9  

60.0 

59.5  

59.5  

59.3  

55.6  

47.4  

59.5  

57.8  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=551) 

輸送機械器具 

(n=91) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

化学・医薬 

(n=69) 

繊維 

(n=25) 

食料品 

(n=42) 

電気機械器具 

(n=111) 

精密機械器具 

(n=27) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

一般機械器具 

(n=38) 

大企業 

(n=321) 

中小企業 

(n=230) 

３.経営上の問題点(6) 
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経営上の問題点(中国 製造業 全分野上位10項目、複数回答) 

従業員の賃金上昇  品質管理の難しさ 
競合相手の台頭( コスト
面で競合)  

限界に近づきつつある
コスト削減 

88.2 

95.2 

93.4 

92.8 

92.6 

88.9 

85.7 

84.0 

79.7 

76.3 

89.1  

87.0  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=551) 

食料品 

(n=42) 

輸送機械器具 

(n=91) 

電気機械器具 

(n=111) 

精密機械器具 

(n=27) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

繊維 

(n=25) 

化学・医薬 

(n=69) 

一般機械器具 

(n=38) 

大企業 

(n=321) 

中小企業 

(n=230) 

(％) 

61.4  

70.3  

70.3  

68.0  

63.3  

61.1  

57.4  

52.0  

48.8  

47.6  

60.6  

62.6  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=542) 

輸送機械器具 

(n=91) 

一般機械器具 

(n=37) 

精密機械器具 

(n=25) 

電気機械器具 

(n=109) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

化学・医薬 

(n=68) 

繊維 

(n=25) 

食料品 

(n=41) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

大企業 

(n=315) 

中小企業 

(n=227) 

54.4  

65.9  

63.2  

61.1  

58.8  

54.0  

51.9 

48.2  

45.2  

29.2  

60.3  

46.1  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=548) 

輸送機械器具 

(n=91) 

一般機械器具 

(n=38) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

化学・医薬 

(n=68) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

精密機械器具 

(n=27) 

電気機械器具 

(n=110) 

食料品 

(n=42) 

繊維 

(n=24) 

大企業 

(n=320) 

中小企業 

(n=228) 

54.2  

64.0  

61.5  

60.3  

56.0  

53.7  

44.4  

44.1  

40.5  

40.0  

54.6  

53.7  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=542) 

繊維 

(n=25) 

電気機械器具 

(n=109) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

輸送機械器具 

(n=91) 

食料品 

(n=41) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

化学・医薬 

(n=68) 

一般機械器具 

(n=37) 

精密機械器具 

(n=25) 

大企業 

(n=315) 

中小企業 

(n=227) 

従業員の質 

（注）n≧10の業種のみ。 



主要取引先からの値下
げ要請 

51.8  

79.1  

57.1  

56.4  

51.5  

44.4  

37.5  

34.2  

29.6  

28.6 

50.9  

53.1  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=548) 

輸送機械器具 

(n=91) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

電気機械器具 

(n=110) 

化学・医薬 

(n=68) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

繊維 

(n=24) 

一般機械器具 

(n=38) 

精密機械器具 

(n=27) 

食料品 

(n=42) 

大企業 

(n=320) 

中小企業 

(n=228) 

３.経営上の問題点(7) 
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経営上の問題点(中国 製造業 全分野上位10項目、複数回答) 

43.4  

61.1  

50.0  

48.4  

46.2  

44.1  

41.5  

36.8  

33.9  

28.0  

50.0  

34.2  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=546) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

電気機械器具 

(n=110) 

輸送機械器具 

(n=91) 

精密機械器具 

(n=26) 

化学・医薬 

(n=68) 

食料品 

(n=41) 

一般機械器具 

(n=38) 

鉄・非鉄・金属 

(n=62) 

繊維 

(n=25) 

大企業 

(n=318) 

中小企業 

(n=228) 

41.8  

47.3  

45.2  

44.4  

44.1  

40.7  

40.7  

39.7  

33.3  

29.0  

40.3  

43.9  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=548) 

電気機械器具 

(n=110) 

食料品 

(n=42) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

化学・医薬 

(n=68) 

精密機械器具 

(n=27) 

輸送機械器具 

(n=91) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

繊維 

(n=24) 

一般機械器具 

(n=38) 

大企業 

(n=320) 

中小企業 

(n=228) 

41.6  

47.6  

47.4  

46.2  

44.6  

39.7  

38.9  

33.3  

25.9  

23.8  

45.9  

35.5  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=548) 

鉄・非鉄・金属 

(n=63) 

一般機械器具 

(n=38) 

輸送機械器具 

(n=91) 

電気機械器具 

(n=110) 

化学・医薬 

(n=68) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

繊維 

(n=24) 

精密機械器具 

(n=27) 

食料品 

(n=42) 

大企業 

(n=320) 

中小企業 

(n=228) 

41.0  

55.0  

47.4  

44.4  

43.9  

40.0  

39.7  

38.5  

33.9  

28.0  

44.3  

36.4  

0 20 40 60 80 100

製造業 

(n=546) 

輸送機械器具 

(n=91) 

一般機械器具 

(n=38) 

ゴム・皮革 

(n=18) 

食料品 

(n=41) 

電気機械器具 

(n=110) 

化学・医薬 

(n=68) 

精密機械器具 

(n=26) 

鉄・非鉄・金属 

(n=62) 

繊維 

(n=25) 

大企業 

(n=318) 

中小企業 

(n=228) 

限界に近づきつつある
コスト削減 

新規顧客の開拓が進ま
ない 

主要販売市場の低迷
( 消費低迷)  

通関に時間を要する 

（注）n≧10の業種のみ。 

主要取引先からの値下
げ要請 

経営上の問題点(中国 製造業 全分野上位10項目、複数回答) 

通関等諸手続きが煩雑 

(％) 



３.経営上の問題点(8) 
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経営上の問題点(中国 非製造業 全分野上位10項目、複数回答) 

従業員の賃金上昇 
新規顧客の開拓が 
進まない 

競合相手の台頭( コスト
面で競合)  

従業員の質 
主要販売市場の低迷
( 消費低迷) 

77.3 

86.4 

85.2  

74.3 

62.5 

78.6  

72.9  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=308) 

運輸業 

(n=44) 

通信・ソフトウエア業 

(n=27) 

卸売・小売業 

(n=113) 

金融・保険業 

(n=24) 

大企業 

(n=238) 

中小企業 

(n=70) 

50.0  

65.9  

50.0  

44.6  

43.5  

46.6  

61.4 

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=306) 

運輸業 

(n=44) 

通信・ソフトウエア業 

(n=26) 

卸売・小売業 

(n=112) 

金融・保険業 

(n=23) 

大企業 

(n=236) 

中小企業 

(n=70) 

49.7  

59.1  

50.0  

47.8  

44.4  

49.2  

51.4  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=308) 

運輸業 

(n=44) 

金融・保険業 

(n=24) 

卸売・小売業 

(n=113) 

通信・ソフトウエア業 

(n=27) 

大企業 

(n=238) 

中小企業 

(n=70) 

44.1  

49.1  

47.8  

47.7  

34.6  

47.0  

34.3  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=306) 

卸売・小売業 

(n=112) 

金融・保険業 

(n=23) 

運輸業(n=44) 

通信・ソフトウエア業 

(n=26) 

大企業 

(n=236) 

中小企業 

(n=70) 

38.2  

50.9  

39.1  

34.1  

7.7  

42.0  

25.7  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=306) 

卸売・小売業 

(n=112) 

金融・保険業 

(n=23) 

運輸業 

(n=44) 

通信・ソフトウエア

業(n=26) 

大企業 

(n=236) 

中小企業 

(n=70) 

通関に時間を要する 

30.2  

50.0  

43.8  

19.2  

16.7  

34.7  

15.2  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=288) 

運輸業 

(n=42) 

卸売・小売業 

(n=112) 

通信・ソフトウエア業 

(n=26) 

金融・保険業 

(n=18) 

大企業 

(n=222) 

中小企業 

(n=66) 

現地通貨の対円為替
レートの変動 

主要取引先からの値下
げ要請 

取引先からの発注量の
減少 

通関等諸手続きが煩雑 

32.9  

74.1  

34.5  

20.5  

14.3  

32.5 

34.3  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=304) 

通信・ソフトウエア業 

(n=27) 

卸売・小売業 

(n=113) 

運輸業 

(n=44) 

金融・保険業 

(n=21) 

大企業 

(n=234) 

中小企業 

(n=70) 

32.7  

59.1  

34.8  

23.1  

13.0  

31.4 

37.1  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=306) 

運輸業 

(n=44) 

卸売・小売業 

(n=112) 

通信・ソフトウエア業 

(n=26) 

金融・保険業 

(n=23) 

大企業 

(n=236) 

中小企業 

(n=70) 

32.0  

52.2  

50.0  

35.7 

7.7  

33.9  

25.7  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=306) 

金融・保険業 

(n=23) 

運輸業 

(n=44) 

卸売・小売業 

(n=112) 

通信・ソフトウエア業 

(n=26) 

大企業 

(n=236) 

中小企業 

(n=70) 

30.9  

45.5  

45.2  

19.2  

11.1  

35.1  

16.7  

0 20 40 60 80 100

非製造業 

(n=288) 

卸売・小売業 

(n=112) 

運輸業 

(n=42) 

通信・ソフトウエア業 

(n=26) 

金融・保険業 

(n=18) 

大企業 

(n=222) 

中小企業 

(n=66) 

（注）n≧10の業種のみ。 

(％) 



４．製造・サービスコストの上昇(1) 
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人件費・エネルギーおよび原材料価格の高騰に伴う製造・サービスコストの上昇が事業活動に与えるマイナスの影響について、「大いにある」「多
少ある」と回答した企業の割合は合わせて87.9％だった。 

省市別でみると、マイナスの影響を受けている企業の割合は天津市が96.5％で最も高く、福建省、江蘇省、遼寧省が続く。 

製造・サービスコストの上昇による事業活動へのマイナス影響 

(中国 省市別) 

41.4  

58.8  

53.6  

43.4  

42.4  

41.5  

37.8  

37.0  

36.1  

27.0  

46.5  

29.4  

42.9  

43.4  

45.7  

51.2  

50.0  

53.7  

53.6  

52.4  

9.4  

8.2  

3.6  

11.4  

12.0  

4.9  

6.7  

9.3  

8.3  

17.5  

2.7  

3.5  

1.8  

2.4  

5.6  

2.1  

3.2  

中国(n=850) 

山東省(n=85) 

天津市(n=28) 

広東省(n=219) 

上海市(n=92) 

福建省(n=41) 

北京市(n=90) 

江蘇省(n=54) 

遼寧省(n=97) 

湖北省(n=63) 

大いにある 多少ある あまりない ない 

0 100 20 40 60 80 

(％) 

(注)n≧10の省市のみ。 
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４．製造・サービスコストの上昇(2) 

42 

30.3  

46.5  

29.6  

26.8  

8.7  

53.6  

44.2  

63.0  

58.0  

60.9  

11.2  

9.3  

3.7  

12.5  

17.4  

4.9  

3.7  

2.7  

13.0  

非製造業(n=304) 

運輸業(n=43) 

通信・ソフトウエア業
(n=27) 

卸売・小売業(n=112) 

金融・保険業(n=23) 

大いにある 多少ある あまりない ない 

製造・サービスコストの上昇による事業活動へのマイナス影響 

(中国 業種別) 

コスト上昇によるマイナスの影響について、「大いにある」、もしくは
「多少ある」と回答した企業の割合は製造業で90.1％、非製造業で
83.9％。影響は製造業においてより深刻。 

影響が「大いにある」と回答した企業の割合は、繊維が68.0％と高
い。 

非製造業では、マイナスの影響があると回答した企業が、通信・ソ
フトウエア業（92.6％）、運輸業（90.7％）で9割以上、うち運輸業で
はマイナスの影響が「大いにある」と回答した企業の割合が46.5％
に上る。 

47.6  

68.0  

50.6  

50.0  

50.0  

47.6  

47.4  

45.6  

44.4  

39.7  

42.5  

12.0  

40.7  

44.4  

39.1  

40.5  

50.0  

44.1  

48.2  

49.2  

8.4  

16.0  

8.8  

5.6  

10.0  

7.1  

2.6  

7.4  

7.4  

9.5  

1.5  

4.0  

0.9  

4.8  

2.9  

1.6  

製造業(n=546) 

繊維(n=25) 

輸送機械器具(n=91) 

ゴム・皮革(n=18) 

電気機械器具(n=110) 

食料品(n=42) 

一般機械器具(n=38) 

化学・医薬(n=68) 

精密機械器具(n=27) 

鉄・非鉄・金属(n=63) 

大いにある 多少ある あまりない ない 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

(注)n≧10の業種のみ。 

製造業 非製造業 
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４．製造・サービスコストの上昇(3) 

43 

コスト上昇による対応策の実施(検討)状況 

(中国 複数回答) 

コスト上昇への対応策では、「管理費・間接費などの経費節減」が61.5％と最大で、14年調査の55.3％から6.2ポイント上昇した。 

「取扱製品の見直し」は、繊維（50.0％）、食料品（48.7％）で約5割、卸売・小売業（43.2％）で4割と相対的に高い。 

「自動化・省力化の推進(産業用ロボットの導入等) 」は、ゴム・皮革、輸送機械器具、電気機械器具等で相対的に高く5割以上に上る。 

「製造・サービス機能の一部を他国･地域へ移転」を挙げた企業の割合は少ないものの、電気機械器具、繊維では1割程度に上る。 

全体(n＝745) 

各項目の回答率の高い上位４業種 

1位 2位 3位 4位 

金融・保険業 

(81.3％) 

輸送機械器具 
(74.4％) 

運輸業 
(74.4％) 

化学・医薬 
(64.5％) 

ゴム・皮革 

(76.5％) 

輸送機械器具 
(63.4％) 

精密機械器具 
(60.0％) 

化学・医薬 
(59.7％) 

運輸業 
(51.3％) 

金融・保険業 

(50.0％) 

電気機械器具 
(37.8％) 

輸送機械器具 
(36.6％) 

繊維 
(50.0％) 

食料品 
(48.7％) 

卸売・小売業 
(43.2％) 

化学・医薬 
(38.7％) 

ゴム・皮革 
(64.7％) 

輸送機械器具 
(58.5％) 

電気機械器具 
(55.1％) 

精密機械器具 
(40.0％) 

輸送機械器具 
(52.4％) 

精密機械器具 
(48.0％) 

ゴム・皮革 
(47.1％) 

一般機械器具 
(46.0％) 

ゴム・皮革 
(41.2％) 

食料品 
(32.4％) 

精密機械器具 
(28.0％) 

化学・医薬 
(25.8％) 

通信・ｿﾌﾄｳｪｱ業 
(52.0％) 

食料品 
(35.1％) 

繊維 
(35.0％) 

卸売・小売業 
(27.4％) 

電気機械器具 
(10.2％) 

繊維 
(10.0％) 

通信・ｿﾌﾄｳｴｱ業
(8.0％) 

鉄・非鉄・金属 
(7.1％) 

（注）n≧10の業種のみ。 

回答項目 
15年調
査(％) 

14年調
査(％) 

増減 
(ポイント) 

1

位 
管理費・間接費などの経費節減 61.5 55.3 6.2 

2

位 

原材料調達先・調達内容の見直
し 

46.2  45.9 0.3 

3

位 

人材の現地化の推進、人件費の
削減 

32.8  31.3 1.5 

4

位 
取扱製品の見直し 
( 整理、改良、高付加価値化など)  

29.8  27.1 2.7 

5

位 
自動化・省力化の推進 
( 産業用ロボットの導入等)  

27.8  32.1 △4.3 

6

位 

現地調達率の引き上げによるコ
スト低減 

27.1  29.8 △2.7 

7

位 

量産・量販によるコスト引き下
げ 

19.9  23.6 △3.7 

8

位 
製品( サービス) 価格の引き上げ 19.2  23.6 △4.4 

9

位 

製造・サービス機能の一部を 

他国・地域へ移転 
4.4 5.5 △1.1 
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16.2  

24.3  

31.3  

26.0  

22.4  

21.1  

20.7  

19.4  

19.0  

17.9  

13.4  

64.7  

56.4  

52.8  

62.0  

62.3  

55.7  

47.8  

61.9  

59.7  

65.2  

65.6  

19.1  

19.3  

15.9  

12.0 

15.3  

23.2  

31.5  

18.7  

21.3  

16.9  

21.0  

大企業(n=286) 

中小企業(n=224) 

繊維(n=24) 

精密機械器具(n=23) 

一般機械器具(n=34) 

食料品(n=38) 

ゴム・皮革(n=18) 

化学・医薬(n=65) 

鉄・非鉄・金属(n=61) 

電気機械器具(n=105) 

輸送機械器具(n=82) 

製造原価に占める人件費、材料費の比率 

（中国全体、企業規模別、業種別） 

 中国進出日系企業の現地での製造原価に占める人件費の比率は平均19.8％。それに対し材料費の比率は平均61.1％と、材料費がコストの大
半を占める構造となっている。製造コストの低下に向けては、材料費の削減に向けた取り組みが必要不可欠である状況がうかがえる。 

 企業規模別にみると、「人件費」が占める割合は、中小企業が大企業に比べて8.1ポイント高く、24.3％であった。 
 業種別では、繊維において「人件費」の割合が31.3％と最も高く、全業種平均（19.8％）を11.5ポイント上回った。他方、化学・医薬、鉄・非鉄・金
属、電気機械器具、輸送機械器具では人件費の占める割合は2割以下で、材料費が6～7割を占める。 

(注) ここでの「製造原価」とは、製品製造のために使われた費用で、生
産現場での材料費、労務費、その他経費と定義した。 

19.8% 

61.1% 

19.1% 

人件費 原材料・部品などの材料費 その他 

中国全体(n=510) 企業規模別・業種別 

（注） n≧10の業種のみ。 

20 40 60 80 100 0 
(％) 

製造業のみ 
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日本での製造原価を100とした場合の現地での製造原価は、平均81.9となり、14年調査（77.8）から4.1ポイント上昇した。 
業種別にみると、輸送機械器具、食料品が比較的高い。他方、繊維は75.4と相対的に低い。 
省市別では、江蘇省、湖北省、遼寧省、上海市、福建省、山東省の製造原価が平均を上回っている。 

 

(注) ここでの「製造原価」とは、製品製造のために使われた費用で、生産現場での材料費、労務費、その他経費と定義した。 

業種別 

企業規模別 

（注） n≧10の業種・省市のみ。 

日本の製造原価を100とした場合の現地での製造原価 

（企業規模別・業種別） 
日本の製造原価を100とした場合の現地での製造原価 

（省市別） 

製造業のみ 

81.9  

86.6  

85.3  

84.9  

83.7  

80.2  

79.9  

79.6  

79.4  

75.4  

総数(n=491) 

輸送機械器具(n=80) 

食料品(n=35) 

ゴム・皮革(n=18) 

化学・医薬(n=62) 

電気機械器具(n=102) 

鉄・非鉄・金属(n=59) 

一般機械器具(n=34) 

精密機械器具(n=20) 

繊維(n=23) 

83.1  

80.5  

大企業(n=274) 

中小企業(n=217) 

87.4  

86.5  

86.4  

86.3  

84.5  

82.0  

78.8  

78.7  

74.2  

江蘇省(n=44) 

湖北省(n=34) 

遼寧省(n=49) 

上海市(n=33) 

福建省(n=33) 

山東省(n=58) 

北京市(n=21) 

広東省(n=154) 

天津市(n=12) 

20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100 0 

20 40 60 80 100 0 
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原材料・部品の調達先の内訳 
 (中国 省市別、業種別、企業規模別、合計が100％になるよう回答) 

 原材料・部品の調達先の内訳(平均値)は、「現地」(64.7％)が最も高く、「日本」(26.8％）、「ASEAN」(2.5％)と続く。 
 省市別では、湖北省で現地調達率が8割を超えるほか、山東省、広東省以外の省市で6割以上となった。業種別では、食料品が78.8％と最も高い。  

■現地 ■日本 ■ASEAN ■その他 （注）2015年調査の n≧10の省市、業種のみ。 

製造業のみ 

78.8  

83.1  

73.0  

68.9  

67.8  

64.9  

66.8  

66.7  

64.5  

60.2  

57.3  

67.9  

56.4  

64.4  

54.1  

51.2  

53.5  

59.4  

5.5  

6.6  

23.9  

27.2  

25.5  

29.4  

28.7  

28.9  

26.0  

28.5  

36.2  

24.6  

35.9  

30.0  

32.1  

40.1  

35.9  

33.1  

2.5  

1.3  

0.6  

2.3  

2.1  

1.9  

0.5  

3.3  

5.9  

1.5  

2.6  

1.9  

2.2  

5.7  

8.5  

3.3  

3.6  

13.2  

9.0  

2.5  

3.9  

4.4  

3.6  

2.6  

3.9  

6.2  

5.4  

5.0  

4.9  

5.8  

3.4  

8.1  

0.2  

7.3  

3.9  

15年調査(n=38) 

14年調査(n=46) 

15年調査(n=36) 

14年調査(n=38) 

15年調査(n=82) 

14年調査(n=98) 

15年調査(n=62) 

14年調査(n=65) 

15年調査(n=62) 

14年調査(n=69) 

15年調査(n=25) 

14年調査(n=33) 

15年調査(n=23) 

14年調査(n=27) 

15年調査(n=17) 

14年調査(n=13) 

15年調査(n=100) 

14年調査(n=95) 

64.7  

66.2  

64.2  

81.2  

77.9  

78.4  

85.1  

70.0  

66.7  

69.6  

72.6  

63.3  

70.6  

62.0  

64.3  

61.6  

68.0  

58.8  

61.5  

58.0  

60.0  

26.8  

26.7  

27.9  

13.4  

18.9  

14.0  

9.8  

23.7  

27.4  

23.5  

22.1  

21.7  

18.9  

30.3  

28.5  

29.1  

26.5  

29.4  

27.6  

32.0  

32.5  

2.5  

2.5  

2.9  

1.4  

1.4  

3.1  

1.2  

1.5  

2.1  

2.1  

1.8  

6.6  

3.9  

2.1  

2.8  

1.4  

1.6  

1.9  

2.0  

3.5  

3.7  

6.0  

4.6  

5.0  

4.0  

1.8  

4.5  

3.8  

4.8  

3.8  

4.8  

3.5  

8.4  

6.6  

5.6  

4.4  

7.9  

4.0  

9.9  

8.9  

6.5  

3.8  

15年調査(n=506) 

14年調査(n=561) 

13年調査(n=530) 

15年調査(n=37) 

14年調査(n=38) 

15年調査(n=19) 

14年調査(n=17) 

15年調査(n=32) 

14年調査(n=43) 

15年調査(n=32) 

14年調査(n=33) 

15年調査(n=16) 

14年調査(n=18) 

15年調査(n=51) 

14年調査(n=54) 

15年調査(n=44) 

14年調査(n=44) 

15年調査(n=59) 

14年調査(n=74) 

15年調査(n=161) 

14年調査(n=188) 

64.8  

67.1  

64.5  

65.0  

25.8  

25.3  

28.0  

28.4  

3.0  

3.3  

1.8  

1.5  

6.4  

4.3  

5.7  

5.1  

15年調査(n=283) 

14年調査(n=319) 

15年調査(n=223) 

14年調査(n=242) 

業種別 

企業規模別 

省市別 

中国 

湖北省 

北京市 

福建省 

上海市 

天津市 

遼寧省 

江蘇省 

山東省 

広東省 

食料品 

一般機械 
器具 

輸送機械 
器具 

鉄・非鉄・ 
金属 

化学・医薬 

繊維 

精密機械 
器具 

ゴム・皮革 

電気機械 
器具 

大企業 

中小 
企業 

0 20 40 60 80 100 
(％) 0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 
(％) 

Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 



５．原材料・部品の調達(4) 

47 

 現地での調達先について、その内訳を尋ねたところ、「地場企業」(56.9％)、「現地進出日系企業」(36.0％)、「その他外資企業」(7.1％)であった。 
 省市別では遼寧省で「地場企業」からの調達が最も多く68.3％を占めた。他方、 「現地進出日系企業」からの調達率は、天津市（65.8％）、北京
市（47.7％）、江蘇省 (45.4％)、湖北省（45.0％）で相対的に高く4割を超えた。 

 業種別では食料品、繊維、精密機械器具、一般機械器具、鉄・非鉄・金属で「地場企業」からの調達が6割以上だった。 

56.9  

57.7  

56.3  

68.3  

60.6  

68.0  

65.5  

66.2  

68.3  

55.3  

67.8  

52.4  

50.0  

51.8  

50.0  

48.6  

53.3  

45.7  

64.1  

32.2  

46.8  

36.0  

36.5  

37.0  

27.0  

35.6  

21.8  

28.6  

28.7  

28.3  

33.9  

26.4  

45.0  

45.2  

38.7  

43.7  

45.4  

39.2  

47.7  

31.5  

65.8  

48.8  

7.1  

5.8  

6.7  

4.7  

3.8  

10.2  

5.9  

5.1  

3.4  

10.8  

5.8  

2.6  

4.8  

9.5  

6.3  

6.0  

7.4  

6.6  

4.4  

2.0  

4.4  

15年調査(n=487) 

14年調査(n=541) 

13年調査(n=503) 

15年調査(n=48) 

14年調査(n=53) 

15年調査(n=31) 

14年調査(n=40) 

15年調査(n=58) 

14年調査(n=71) 

15年調査(n=29) 

14年調査(n=32) 

15年調査(n=37) 

14年調査(n=37) 

15年調査(n=157) 

14年調査(n=183) 

15年調査(n=42) 

14年調査(n=42) 

15年調査(n=19) 

14年調査(n=16) 

15年調査(n=14) 

14年調査(n=17) 

71.5  

72.7  

68.8  

67.5  

62.7  

55.4  

62.4  

60.9  

61.9  

64.7  

50.9  

53.0  

50.7  

52.6  

44.8  

40.0  

44.0  

43.4  

25.0  

23.9  

24.8  

29.8  

34.2  

40.4  

34.2  

35.1  

29.4  

29.0  

40.0  

40.1  

42.4  

42.0  

45.9  

49.6  

48.9  

50.0  

3.5  

3.5  

6.4  

2.7  

3.1  

4.2  

3.4  

4.0  

8.7  

6.3  

9.1  

6.9  

6.9  

5.4  

9.3  

10.4  

7.1  

6.6  

15年調査(n=38) 

14年調査(n=46) 

15年調査(n=24) 

14年調査(n=32) 

15年調査(n=23) 

14年調査(n=26) 

15年調査(n=34) 

14年調査(n=35) 

15年調査(n=61) 

14年調査(n=64) 

15年調査(n=58) 

14年調査(n=66) 

15年調査(n=99) 

14年調査(n=91) 

15年調査(n=16) 

14年調査(n=12) 

15年調査(n=78) 

14年調査(n=93) 

原材料・部品の現地調達先の内訳  
(中国 省市別、業種別、企業規模別、合計が100％になるよう回答) 

54.8  

56.8  

59.6  

58.9  

38.4  

36.8  

33.1  

36.2  

6.8  

6.4  

7.3  

5.0  

15年調査(n=271) 

14年調査(n=304) 

15年調査(n=216) 

14年調査(n=237) 

大企業 

中小企業 

食料品 

繊維 

精密 
機械器具 

一般 
機械器具 

鉄・非鉄 
・金属 

化学・医薬 

電気 
機械器具 

ゴム・皮革 

輸送 
機械器具 

中国 

遼寧省 

福建省 

山東省 

上海市 

湖北省 

広東省 

江蘇省 

北京市 

天津市 

製造業のみ 

業種別 

企業規模別 

省市別 

■地場企業 ■現地進出日系企業 ■その他外資企業 

（注）2015年調査 のn≧10の省市、業種のみ。 

0 20 40 60 80 100 
(％) 0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 
(％) 
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進出先での現地調達率を引き上げる 

85.0  
88.9  
87.7  
87.5  

86.0  
84.9  
83.7  

81.4  
73.3  
72.7  

0 20 40 60 80 100

中国(n=508) 

湖北省(n=36) 

広東省(n=163) 

天津市(n=16) 

遼寧省(n=50) 

福建省(n=33) 

江蘇省(n=43) 

山東省(n=59) 

上海市(n=30) 

北京市(n=22) 

10.6  

20.0  

18.8  

13.6  

12.3  

11.6  

10.2  

5.6  

4.0  

3.0  

0 20 40

中国(n=508) 

上海市(n=30) 

天津市(n=16) 

北京市(n=22) 

広東省(n=163) 

江蘇省(n=43) 

山東省(n=59) 

湖北省(n=36) 

遼寧省(n=50) 

福建省(n=33) 

10.4  

20.0  

13.3  

12.1  

11.6  

9.2  

9.1  

8.5  

0.0  

0.0  

0 20 40

中国(n=508) 

遼寧省(n=50) 

上海市(n=30) 

福建省(n=33) 

江蘇省(n=43) 

広東省(n=163) 

北京市(n=22) 

山東省(n=59) 

天津市(n=16) 

湖北省(n=36) 

10.4  

13.5  

12.1  

11.5  

11.1  

11.1  

9.0  

8.7  

6.3  

4.4  

0 20 40

製造業計(n=508) 

食料品(n=37) 

鉄・非鉄・金属(n=58) 

輸送機械器具(n=87) 

電気機械器具(n=99) 

一般機械器具(n=36) 

化学・医薬(n=67) 

繊維(n=23) 
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進出先での現地調達率を引き上げる 

５．原材料・部品の調達(5) 

48 

今後の原材料・部品調達の方針 
(中国 省市別・業種別、複数回答) 

(％) 

 今後の原材料・部品調達の方針について、「進出先での現地調達率を引き上げる」と回答した企業の割合は85.0％に達した。また、「ASEANから
の調達率を引き上げる」(10.6％)と「日本からの調達率を引き上げる」(10.4％)の回答割合はほぼ同じであった。 

 業種別で輸送機械器具、ゴム・皮革、一般機械器具で「現地調達率を引き上げる」と回答した企業が9割を超えた。 

日本からの調達率を引き上げる ASEANからの調達率を引き上げる 日本からの調達率を引き上げる ASEANからの調達率を引き上げる 

製造業のみ 

（注） n≧10の省市、業種。 

業種別 省市別 

(％) 

(％) (％) (％) (％) 
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鉄・非鉄・金属(n=58) 

化学・医薬(n=67) 

繊維(n=23) 

食料品(n=37) 
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５．原材料・部品の調達(6) 

49 

今後の原材料・部品調達の調達率を引き上げる理由 
(中国全体、複数回答) 

88.6  

66.0  

21.0  

16.4  

11.0  

11.0  

0.0  

0 20 40 60 80 100

低コスト化 

納期の短縮 

品質の向上 

リスク分散 

アフターサービス・補修の迅速化 

納入先・販売先からの指示 

FTA 進展による関税引き下げ 

(％) 

 進出先、ASEANからの調達率を引き上げると回答した企業に対し、その理由を聞いたところ、いずれも「低コスト化」が最大。 
 進出先での現地調達率を引き上げる理由は、「低コスト化」（88.6％）の他に、「納期の短縮」（66.0％）を挙げる企業が多かった。 
 ASEANから調達率を引き上げる理由としては、「低コスト化」（86.8％）に加え、「リスク分散」（32.1％）、「FTA進展による関税引き下げ」（13.2％）
との回答も一定の割合を占めた。 

 日本からの調達率を引き上げる理由は、「品質の向上」が50.9％で最大となったほか、「低コスト化」（45.3％）、「納入先・販売先からの指示」
（32.1％）、「リスク分散」（30.2％）が3割を超えた。 

86.8  

3.8  

13.2  

32.1  

0.0  

7.6  

13.2  

0 20 40 60 80 100
(％) 

45.3  

13.2  

50.9  

30.2  

5.7  

32.1  

1.9  

0 20 40 60 80 100

(％) 

進出先での現調率を引き上げると回答した理由 ASEANからの調達率を引き上げると回答した理由 日本からの調達率を引き上げると回答した理由 

（n=420）  （n=53）  （n=53）  

製造業のみ 
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江蘇省 
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北京市 

(n=16) 

５．原材料・部品の調達(7) 

50 

 現地調達率を引き上げるにあたり、今後重要となる現地調達先としては、「地場企業」(87.8％)が最大となった。他方、「進出日系企業」を重視す
ると回答した企業は54.6％、うち、省市別では、江蘇省、湖北省、山東省、北京市、遼寧省が6割を超えた。 

 「台湾企業」は福建省と広東省、「欧米企業」は山東省、「韓国企業」は江蘇省と広東省でそれぞれ重視する割合が相対的に高い。 

現地調達率を引き上げるにあたり、重要となる現地調達先(省市別、複数回答) 
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0 50 100

12.7 

9.5 
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19.9 

0.0 

8.5 

13.9 

0.0 

0 50 100

進出日系企業が重要 

だと回答した企業の割合 

地場企業が重要だと 

回答した企業の割合 
韓国企業が重要だと 

回答した企業の割合 

台湾企業が重要だと 

回答した企業の割合 
欧米企業が重要だと 

回答した企業の割合 

（注） n≧10の省市のみ。 

(％) 

製造業のみ 
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ゴム・皮革 
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中小企業 
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５．原材料・部品の調達(8) 

51 

製造業のみ 

現地調達率を引き上げるにあたり、重要となる現地調達先(業種別等、複数回答) （注）n≧10の業種のみ。 

(％) 

 今後、重要となる現地調達先を業種別にみると、 「地場企業」を重要な現地調達先と回答する割合は、一般機械器具（93.9％）、電気機械器具
（90.5％）などいずれの業種も最も多い。 

 「進出日系企業」を重視する割合は業種により異なり、輸送機械器具（69.5％）、食料品（60.9％）、ゴム・皮革（60.0％）では6割を上回る一方、繊
維（37.5％）や鉄・非鉄・金属（40.8％）では相対的に低い。 
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欧米企業が重要だと 
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５．原材料・部品の調達(9) 

52 
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76.5 

73.9 

62.5 

鉄・非鉄・金属(n=42) 

電気機械器具(n=95) 

輸送機械器具(n=72) 

食料品(n=20) 

繊維(n=19) 

化学・医薬(n=52) 

一般機械器具(n=34) 

精密機械器具(n=23) 

ゴム・皮革(n=16) 
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14年調査 

(n=465) 

15年調査 

(n=420) 
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特にない 

ある 

日本から調達している部品・材料について 

日本でしか調達できない原材料・部品の有無（中国） 「ある」と回答した割合(業種別) 
0 20 40 60 

(％) 

「ある」と回答した割合(省市別) 
0 20 40 100 

(％) 

100 

60 

（注） n≧10の省市、業種のみ。 

日本から原材料・部品の調達をしている企業に、日本でしか調達できな
い原材料・部品の有無を聞いたところ、80.0％の企業が「ある」と回答し、
14年調査より6.2ポイント上昇した。 

業種別にみると、鉄・非鉄・金属（83.3％）、電気機械器具（83.2％）など
が8割を超えた。省市別では、天津市が100％で最も高かった。 

回答のあった具体的な当該原材料・部品は下記のとおり。 
 【鉄・非鉄・金属】 高品質鋼材、樹脂材料、超硬材料 

 【電気機械器具】 半導体、特殊樹脂、精密成形品 

 【輸送機械器具】 ステンレス材料、特殊鋼板、電線 

 【食料品】 食品添加物、包装資材、専用香料 

 【繊維】 レース、特殊繊維・生地 

 【化学・医薬】 特殊樹脂、特殊プラスチック原料、添加剤、着色剤 

 【一般機械器具】 樹脂成型、油圧機器、特殊ステンレス鋼                              

 【精密機械器具】 プラスチック原料、電子基板、基幹部品 

 【ゴム・皮革】 薬品、合成ゴム 

            

 

80.9 

78.8 

大企業(n=236) 

中小企業(n=184) 

80 

80 

製造業のみ 
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3.9  
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14年調査 

15年調査 

14年調査 

15年調査 

14年調査 

15年調査 

14年調査 

５．原材料・部品の調達(10) 

53 

日本でしか調達できない原材料・部品について 

日本以外からの調達が困難である理由 

日本以外からの調達が困難である理由については、品質・技術面を挙げた企業が80.5％に上った。
次いで、取引先からの指定材料・部品である、という理由を挙げた企業が38.6％あった。 

技術流出防止を挙げた企業は、ゴム・皮革、輸送機械器具などの業種で相対的に高い。 

業種別の回答割合(上位順) 

0 20 40 60 100 

(％) 

80 

割合 

ゴム・皮革(n=10) 90.0  

食料品(n=16) 87.5  

繊維(n=15) 86.7  

割合 

輸送機械器具(n=59) 55.9  

化学・医薬(n=41) 46.3  

鉄・非鉄・金属(n=34) 44.1  

割合 

ゴム・皮革(n=10) 50.0  

輸送機械器具(n=59) 27.1  

一般機械器具(n=26) 26.9 

割合 

繊維(n=15) 40.0 

精密機械器具(n=17) 29.4  

鉄・非鉄・金属(n=34) 26.5  

（注） 中国の平均から5ポイント以上高い
n≧10の業種。 

割合 

輸送機械器具(n=59) 22.0  

精密機械器具(n=17) 17.7 

一般機械器具(n=26) 15.4 

割合 

繊維(n=15) 6.7  

品質・技術面の理由から 
日本でしか生産できない 

取引先( 納入先) からの 
指定材料・部品であり代替が不可能 

技術流出防止/  
知的財産保護のため 

生産の安定性および納期面で 
日本に優位性がある 

コスト面で日本に競争力がある 

仕様変更/ サービス/ メンテナンス面 
での迅速で柔軟な対応が不可欠 

日本の調達先との関係解消が難しい 

製造業のみ 

■15年調査(n=334) 14年調査(n=338) 
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６．輸出入の状況(1) 

54 

 中国進出日系企業の現地での売上高に占める平均輸出比率は36.2％。そのうち全量輸出型企業（輸出比率が100％）の割合は6.9％、全量内
販型企業（輸出比率が0％）の割合は26.2％となった。 

 省市別平均値では、山東省（53.4％）、福建省（52.2％）を除き、全ての省市で5割を下回った。また湖北省（9.1%）、北京市（15.7％）では、輸出比
率が2割を下回り国内販売が中心となっている。 

売上高に占める輸出の比率 (省市別、0～100％で回答) 
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（注）n≧20の省市のみ。 
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６．輸出入の状況(2) 
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 業種別にみると、売上高に占める輸出比率は、製造業で42.1％。輸出比率が高い順に、繊維(70.0％)、電気機械器具 (59.8％)、精密機械器具 
(57.1％)となっている。他方、輸送機械器具(27.3％)は3割を下回り国内販売が中心となっている。 

 非製造業では、通信・ソフトウエア業で売上高に占める輸出比率が66.0％と最も高い。他方、卸売・小売業では輸出比率が21.9％と低く、全量
内販型企業の割合が31.1％に達した。 

 製造業、非製造業ともに大企業より中小企業の方が輸出比率が高い結果となった。 
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(％) 

内販型 輸出型 内販型       輸出型 

製造業 非製造業 

（注）n≧20の業種のみ。 売上高に占める輸出の比率 (業種別、0～100％で回答) 
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 中国進出日系企業の輸出先の内訳は、日本の構成比が平均
58.4％で最大、次いでASEANが11.4％となった。 

 省市別では、山東省で日本向けの割合が77.0％と高い。他方、広
東省では43.0％と5割を切っている。また、ASEAN向けの割合は上
海市（20.5％）、天津市（16.9％）、湖北省（15.2％）で相対的に高
かった。 

 業種別でみると、日本の構成比が高いのは通信・ソフトウエア業
（99.1％）、繊維（78.4％）、一般機械器具（65.6％）などであった。 

輸出先の内訳 

（省市別、業種別、合計が100％となるよう回答） 

55.3  

78.4  

65.6  

58.5  

55.6  

52.6  

51.7  

48.9  

40.3  

11.2  

6.1  

6.6  

13.5  

11.2  

7.3  

9.6  

11.7  

17.9  

7.9  
0.5  

11.2  
5.1  

7.6  

8.3  

16.1  

8.0  

2.1  

10.7  

5.8  
4.4  

9.8  

10.4  

14.0  
2.3  

17.7  

25.3  

4.9  
2.3  

6.2  

5.9  

7.7  
2.8  

4.3  

4.7  

2.1  

10.2  

7.0  

6.0  

7.3  

7.5  

15.1  

16.0  

9.0  

12.4  

0 20 40 60 80 100

製造業計(n=435) 

繊維(n=24) 

一般機械器具(n=33) 

精密機械器具(n=22) 

電気機械器具(n=97) 

食料品(n=32) 

輸送機械器具(n=66) 

化学・医薬(n=50) 

鉄・非鉄・金属(n=44) 

67.5  

99.1  

65.5  
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2.3  
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9.5  

0.4  
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10.7  

0 20 40 60 80 100

非製造業計(n=149) 

通信・ソフトウエア業(n=25) 

運輸業(n=25) 

卸売・小売業(n=71) 

(％) (％) 
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大企業(n=242) 

中小企業(n=193) 
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4.3  
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0.3  
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3.3  

大企業(n=112) 
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（注）n≧15の省市、業種のみ。 ■日本 ASEAN 米国 香港 欧州 その他 

省市別 製造業 

非製造業 
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11.1  

2.1  

11.6  

13.1  

8.6  

8.8  

3.3  

1.0  

0.3  
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0.2  
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25.0  

4.4  
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6.0  

3.6  

2.4  

3.1  

2.7  

1.1  

3.6  

10.0  

6.8  

7.4  

12.5  

9.6  

13.5  

12.6  

17.5  

15.1  

7.8  
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中国(n=584) 

山東省(n=68) 

遼寧省(n=64) 

江蘇省(n=50) 

福建省(n=35) 

湖北省(n=27) 

上海市(n=64) 

北京市(n=40) 

天津市(n=18) 

広東省(n=163) 
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今後１～３年の事業/製品の輸出市場として最も重要と考える国・地域 

回答項目          
15年調査 

（n=664） 

14年調査 

（n=715） 
増減 

（ポイント） 

1位 日本 25.9 28.4 -2.5 

2位 ベトナム 9.6 7.1 2.5 

3位 米国 9.0 9.0 0.0 

4位 インドネシア 8.7 7.3 1.4 

5位 タイ 7.2 9.5 -2.3 

6位 欧州 6.2 6.2 0.0 

7位 インド 5.4 4.9 0.5 

8位 
CLM 

 (カンボジア、ラオス、ミャンマー)  
3.6 3.8 -0.2 

9位 香港 2.9 3.6 -0.7 

10位 韓国 2.0 2.1 -0.1 

 今後1～3年における輸出市場として最も重要と考える国・地域を聞いたところ、「日本」が最重要との回答割合は25.9％で14年調査に引き続き
最大、次いでベトナム（9.6％）、米国（9.0％）、インドネシア（8.7％）、タイ（7.2％）が上位5カ国となった。14年調査と比べてベトナムが上昇し、タイ
とベトナムの順位が逆転した。 

 「日本」を最重要とする割合は、非製造業（27.6％）が製造業（25.2％）をやや上回り、企業規模別では大企業（23.1％）に比べ中小企業（30.4％）
で高い。 

業種別 企業規模別 

製造業
(n=461) 

非製造業
(n=203) 

大企業
(n=411) 

中小企業
(n=253) 

25.2 27.6 23.1 30.4 

7.8 13.8 8.3 11.9 

11.1 4.4 10.0 7.5 

8.7 8.9 7.8 10.3 

6.9 7.9 8.3 5.5 

6.9 4.4 5.8 6.7 

5.2 5.9 6.1 4.4 

2.6 5.9 3.7 3.6 

3.7 1.0 3.4 2.0 

2.0 2.0 2.2 1.6 

(%) 
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今後１～３年の事業/製品の輸出市場として最も重要と考える国・地域 (省市別、上位5カ国･地域) 

江蘇省(n=50) 
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米国 

タイ 
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広東省(n=176) 

福建省(n=36) 山東省(n=75) 

天津市(n=21) 
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日本 
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米国 
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タイ 

36.0  

12.0  

10.7  
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5.3  

5.3  
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日本 

ベトナム 

米国 

タイ 

インドネシア 

韓国 

23.8  

19.1  

14.3  

14.3  

9.5  
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ベトナム 

インドネシア 

日本 

タイ 

米国 

（注1）n≧20の省市のみ。 （注2）CLM＝カンボジア、ラオス、ミャンマー。 

北京市(n=51) 

 省市別に、今後1
～3年における輸
出市場として最も
重要と考える国・地
域をみると「日本」
を挙げる企業が多
く、山東省、遼寧省、
福建省で3割を超
えた。 

 天津市では、「ベト
ナム」を挙げた企
業の割合が多い。 

25.5  

11.8  

7.8  

7.8  
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3.9  
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日本 

インド 
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(%) 
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運輸業 
(n=34) 

繊維 
(n=24) 

輸送機械器具 
(n=72) 

電気機械器具 
(n=97) 
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(n=36) 
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(n=25) 
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 業種別に、今後1
～3年に最も重要
な輸出先として
「日本」を挙げる
企業の割合が、
通信・ソフトウエ
ア業（92.0％）で
最も高い。 

 運輸業は「日本」
以外の東南アジ
ア諸国や米国、イ
ンドが上位に挙
がっている。 

（注1）n≧20の業種のみ。 （注2）CLM＝カンボジア、ラオス、ミャンマー。 

精密機械器具 
(n=24) 
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今後１～３年の事業/製品の輸出市場として最も重要と考える国・地域 (業種別、上位5カ国･地域) 
(%) 
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６．輸出入の状況(7) 

60 
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38.5 
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シンガポール(n=133) 
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中国(n=301) 

スリランカ(n=11) 
台湾(n=74) 

香港・マカオ(n=109) 

19.7  25.8  25.7 

17.6  13.3  7.2 
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(n=279) 

14年調査 

（n=256) 

15年調査 

(n=237) 
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 貿易を行っている
中国進出日系企業
のうち、FTA・EPA
を活用している企
業の割合は29.9％
と、他のアジア・オ
セアニアに進出す
る日系企業に比
べ、その活用率は
低い。 

 企業規模別に活用
率をみると、中小
企業（22.3％）に比
べ、大企業
（33.8％）が11.5ポ
イント高い。 

 業種別では、ゴム・
皮革、食料品、輸
送機械器具の活用
率が4割以上で相
対的に高い。 

 FTA・EPA活用率
は、輸出・輸入とも
に14年調査からや
や低下した。 

 利用率が相対的に
高いFTA・EPAは、
輸出・輸入とも
ASEANとのFTA
で、輸出で35.5％、
輸入で41.2％に上
る。 

既存(発効済)のFTA・EPAの活用の有無 (輸出入をしている企業のみ) 

輸出側 輸入側 

輸出・輸入別活用率（中国全体） 

各国地域のFTA・EPA活用率 

（注1）上の2図の活用率は、「少なくとも1つのEPA・FTAを活用している企業数／少なくとも輸出または輸入のどちらかをしている企業数」で算出。 
（注2）下の2図の活用率は、「輸出（もしくは輸入）でFTA・EPAを活用している企業数／輸出（もしくは輸入）している企業数」で算出。 

在中国企業のFTA・EPA活用率（企業規模別、業種別） 

33.8 

22.3 

0 20 40 60

大企業(n=198) 

中小企業(n=103) 

(％) 

(注)n≧10の業種 

  
輸出・輸入 

相手先地域 

輸出入 

企業数 

(社) 

FTA・EPA 

活用企業 

(社) 

FTA・EPA 

活用率 

(%) 

中国 

輸出 

 香港 148 22 14.9 

 ASEAN 124 44 35.5 

 台湾 62 11 17.7 

輸入 

 香港 116 13 11.2 

 ASEAN 85 35 41.2 

 台湾 59 13 22.0 

在中国企業の各FTA・EPAの利用状況  

（注3）活用企業10社以上のFTA・EPA。 
（注4）香港とはCEPA、台湾とはECFAを締結・発効。 

(％) 

30.5  33.7  28.5 

15.3  12.6  
8.4 

54.2  53.8  
63.1 

13年調査 

(n=203) 

14年調査 

（n=199) 

15年調査 

(n=179) 

0%

50%

100%

■活用中 未活用（活用を検討中） 未活用（予定なし） 
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（注）n≧15の省市のみ。 輸出・輸入の決済通貨（省市別） 

輸出 輸入 

輸出の決済通貨の割合（金額ベース）は、米ドル（58.4％）、円（22.4％）、人民元（14.9％）の順で多い。輸入の決済通貨の割合は米ドル（53.1％）、
円（30.5％）、人民元（12.6％）と、輸出と比べて米ドルの割合が低く、逆に円の割合が高い。 
省市別にみると、北京市では人民元の利用率が輸出・輸入とも3割に上り、他の省市より高い。 
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14年調査(n=77) 

15年調査(n=68) 

14年調査(n=83) 

■米ドル 円 人民元 その他 

中国 

広東省 

福建省 

上海市 

天津市 

江蘇省 

北京市 

湖北省 

遼寧省 

山東省 

53.1  

50.2  

62.9  

56.8  

60.7  

57.5  

53.9  

43.5  

53.5  

43.3  

52.8  

58.0  

50.3  

50.4  

49.0  

46.5  

48.7  

48.8  

39.8  

44.2  

30.5  

35.1  

28.2  

30.8  

21.1  

24.6  

34.6  

37.9  

30.3  

41.6  

35.7  

30.1  

29.4  

45.9  

18.3  

34.7  

43.8  

42.2  

39.7  

44.5  

12.6  

12.3  

9.0  

12.5  

8.2  

12.9  

11.1  

17.8  

15.9  

12.2  

10.5  

11.6  

16.9  

2.4  

32.2  

16.4  

6.5  

7.5  

19.4  

11.2  

3.8  

2.5  

10.0  

4.9  

0.4  

0.9  

0.3  

2.9  

1.1  

0.2  

3.4  

1.3  

0.5  

2.4  

1.0  

1.6  

1.2  

0.1  

15年調査(n=546) 

14年調査(n=610) 

15年調査(n=19) 

14年調査(n=20) 

15年調査(n=155) 

14年調査(n=179) 

15年調査(n=27) 

14年調査(n=33) 

15年調査(n=69) 

14年調査(n=69) 

15年調査(n=59) 

14年調査(n=73) 

15年調査(n=31) 

14年調査(n=37) 

15年調査(n=31) 

14年調査(n=41) 

15年調査(n=40) 

14年調査(n=45) 

15年調査(n=65) 

14年調査(n=68) 

中国 

天津市 

広東省 

湖北省 

上海市 

山東省 

福建省 

北京市 

江蘇省 

遼寧省 

20 40 60 80 100 0 

(％) 

20 40 60 80 100 0 

(％) 
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60.2  

61.1  

68.1  

68.2  

66.2  

74.9  

66.1  

72.3  

65.9  

63.8  

63.3  

60.0  

56.1  

53.6  

52.0  

60.1  

48.0  

40.0  

44.1  

42.0  

52.9  

44.6  

69.3  

61.2  

60.7  

51.7  

16.7  

14.7  

19.9  

23.1  

18.3  

19.6  

13.8  

18.4  

20.0  

11.2  

10.5  

15.4  

24.6  

27.6  

19.9  

23.6  

19.9  

24.8  

37.9  

23.6  

25.0  

35.1  

30.1  

35.7  

18.3  

26.1  

9.7  

5.7  

74.5  

70.2  

14.5  

11.3  

7.5  

4.5  

17.5  

6.3  

5.6  

6.9  

21.9  

18.8  

12.1  

12.4  

11.0  

12.4  

23.1  

12.6  

7.1  

27.3  

23.8  

22.6  

16.3  

17.2  

11.4  

8.1  

28.5  

41.0  

8.6  

15.0  

5.5  

4.4  

6.1  

7.7  

2.5  

0.4  

8.3  

9.6  

1.7  

2.1  

13.0  

10.5  

5.0  

2.4  

7.0  

9.1  

7.2  

0.3  

0.8  

2.4  

1.0  

4.6  

1.1  

1.7  

0.2  

0.1  

15年調査(n=435) 

14年調査(n=459) 

15年調査(n=97) 

14年調査(n=87) 

15年調査(n=48) 

14年調査(n=53) 

15年調査(n=22) 

14年調査(n=26) 

15年調査(n=32) 

14年調査(n=33) 

15年調査(n=24) 

14年調査(n=33) 

15年調査(n=47) 

14年調査(n=50) 

15年調査(n=67) 

14年調査(n=73) 

15年調査(n=14) 

14年調査(n=11) 

15年調査(n=32) 

14年調査(n=33) 

15年調査(n=140) 

14年調査(n=169) 

15年調査(n=75) 

14年調査(n=80) 

15年調査(n=19) 

14年調査(n=21) 

15年調査(n=24) 

14年調査(n=32) 

53.6  

52.8  

72.5  

58.3  

66.6  

62.1  

63.7  

56.1  

62.4  

65.5  

61.7  

65.4  

55.6  

63.2  

48.1  

47.2  

40.2  

39.6  

24.6  

25.6  

51.7  

42.4  

59.8  

50.4  

53.2  

40.3  

30.0  

22.0  

30.7  

33.5  

27.0  

31.3  

17.1  

17.7  

25.2  

29.0  

21.2  

23.9  

27.5  

23.9  

33.6  

31.0  

31.8  

35.3  

40.1  

43.8  

54.5  

54.0  

29.8  

39.7  

27.3  

35.5  

13.6  

8.8  

70.0  

76.7  

10.9  

10.6  

0.5  

10.4  

8.3  

16.6  

11.2  

10.4  

8.1  

5.3  

7.3  

10.2  

5.9  

5.8  

9.9  

12.2  

16.8  

14.4  

16.7  

20.0  

18.2  

17.1  

12.6  

13.2  

32.6  

50.6  

4.8  

3.1  

8.0  

3.6  

4.5  

8.3  

5.3  

3.5  

0.5  

4.9  

10.2  

5.3  

2.9  

2.2  

4.2  

0.5  

0.3  

0.8  

0.4  

1.0  

0.6  

0.3  

1.3  

15年調査(n=415) 

14年調査(n=455) 

15年調査(n=19) 

14年調査(n=27) 

15年調査(n=22) 

14年調査(n=28) 

15年調査(n=26) 

14年調査(n=29) 

15年調査(n=95) 

14年調査(n=83) 

15年調査(n=52) 

14年調査(n=57) 

15年調査(n=17) 

14年調査(n=13) 

15年調査(n=42) 

14年調査(n=49) 

15年調査(n=68) 

14年調査(n=78) 

15年調査(n=30) 

14年調査(n=33) 

15年調査(n=131) 

14年調査(n=155) 

15年調査(n=81) 

14年調査(n=94) 

15年調査(n=18) 

14年調査(n=17) 

15年調査(n=10) 

14年調査(n=15) 

６．輸出入の状況(9) 

62 

（注）n≧10の業種のみ。 輸出・輸入の決済通貨（業種別） 

輸出 輸入 

決済通貨の割合（金額ベース）を業種別にみると、製造業、非製造業ともに、輸出・輸入の両方で米ドルの割合が最も多く、円が続く。 
円での決済が米ドルを上回るのは、輸出では通信ソフトウエア（74.5％）のみであるが、輸入では通信・ソフトウエア(70.0％)、一般機械器具
（54.5％）となっている。 

■米ドル 円 人民元 その他 

20 40 60 80 100 0 

(％) 

20 40 60 80 100 0 

(％) 

製造業 

電気機械器具 

化学・医薬 

精密機械器具 

食料品 

繊維 

鉄・非鉄・金属 

輸送機械器具 

ゴム・皮革 

一般機械器具 

非製造業 

卸売・小売業 

運輸業 

通信・ｿﾌﾄｳｴｱ業 

製造業 

繊維 

精密機械器具 

食料品 

電気機械器具 

化学・医薬 

ゴム・皮革 

鉄・非鉄・金属 

輸送機械器具 

一般機械器具 

非製造業 

卸売・小売業 

運輸業 

通信・ｿﾌﾄｳｴｱ業 
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5.2  
5.2  
5.6  
6.1  
6.3  
6.4  
6.4  
6.6  
6.6  
6.8  
7.0  
7.1  
7.1  
7.5  
7.7  
8.1  
8.2  
8.4  
8.7  

6.8  

0 5 10 15 20

大連市(n=31) 

杭州市(n=11) 

煙台市(n=9) 

東莞市(n=47) 

福州市(n=19) 

中山市(n=26) 

瀋陽市(n=12) 

北京市(n=22) 

青島市(n=39) 

天津市(n=11) 

武漢市(n=19) 

蘇州市(n=29) 

無錫市(n=7) 

上海市(n=28) 

広州市(n=34) 

アモイ市(n=10) 

深圳市(n=28) 

襄陽市(n=9) 

佛山市(n=9) 

中国(n=462 ) 

3.8  

5.8  

6.2  

6.5  

6.6  

7.1  

7.4  

7.5  

8.2  

10.0  

17.3  

7.2  

0 5 10 15 20

瀋陽市(n=5) 

天津市(n=7) 

青島市(n=21) 

大連市(n=27) 

北京市(n=51) 

上海市(n=53) 

武漢市(n=15) 

深圳市(n=16) 

広州市(n=23) 

重慶市(n=6) 

成都市(n=5) 

中国(n=255 ) 

3.7  

5.9  

6.8  

7.5  

9.0  

7.2  

6.7  

7.1  

7.2  

7.6  

7.9  

8.2  

8.5  

9.3  

9.4  

9.6  

7.9  

0 5 10 15 20

建設業(n=7) 

金融・保険業(n=14) 

運輸業(n=40) 

卸売・小売業(n=96) 

通信・ソフトウエア業(n=25) 

非製造業(n=255) 

繊維(n=23) 

一般機械器具(n=34) 

食料品(n=36) 

化学・医薬(n=58) 

電気機械器具(n=95) 

鉄・非鉄・金属(n=53) 

輸送機械器具(n=78) 

精密機械器具(n=20) 

ゴム・皮革(n=17) 

木材・パルプ(n=7) 

製造業(n=472) 

７.賃金(1) 前年比昇給率 
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製造業（中国 市別） 

5.8  
6.3  
6.8  
7.0  
7.2  
7.3  
7.5  
7.5  
7.6  
8.2  
8.2  
8.3  
8.4  
8.5  
8.8  
9.0  
9.2  
9.4  
9.5  

7.9  

0 5 10 15 20

大連市(n=31) 

煙台市(n=9) 

杭州市(n=12) 

福州市(n=19) 

天津市(n=12) 

北京市(n=22) 

東莞市(n=49) 

青島市(n=39) 

瀋陽市(n=12) 

武漢市(n=19) 

蘇州市(n=29) 

中山市(n=27) 

上海市(n=29) 

佛山市(n=9) 

無錫市(n=7) 

広州市(n=37) 

深圳市(n=29) 

襄陽市(n=9) 

アモイ市(n=10) 

中国(n=472) 

(%) 

5.4  

5.4  

5.7  

6.1  

6.1  

6.6  

6.9  

7.3  

8.8  

16.8  

6.5  

0 5 10 15 20

青島市(n=21) 

天津市(n=9) 

大連市(n=23) 

上海市(n=53) 

北京市(n=48) 

深圳市(n=15) 

広州市(n=21) 

武漢市(n=13) 

重慶市(n=6) 

成都市(n=5) 

中国(n=244) 

2
0
1
5年

度
 
←

 
2
0
1
4
年
度

 
2
0
1
6年

度
 
←

2
0
15
年
度

 

(%) 

(%) 

(%) 

(%) 

(%) 

（注）n≧5の市、業種のみ。 

4.8  

5.2  

6.1  

6.4  

8.7  

6.5  

5.0  

5.9  

6.8  

6.9  

6.9  

7.2  

7.2  

7.4  

7.5  

7.7  

6.8  

0 5 10 15 20

建設業(n=7) 

金融・保険業(n=11) 

運輸業(n=37) 

卸売・小売業(n=91) 

通信・ソフトウエア業(n=24) 

非製造業(n=244) 

繊維(n=23) 

一般機械器具(n=33) 

食料品(n=35) 

電気機械器具(n=94) 

化学・医薬(n=57) 

ゴム・皮革(n=16) 

木材・パルプ(n=7) 

輸送機械器具(n=77) 

鉄・非鉄・金属(n=51) 

精密機械器具(n=19) 

製造業(n=462) 

非製造業（中国 市別） 中国 業種別 



７.賃金(2) 基本給月額  
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基本給月額（中国 製造業、市別、業種別） 

 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 

2,603  

3,219  

3,338  

3,858  

3,942  

3,971  

4,083  

4,121  

4,316  

4,353  

4,402  

4,496  

4,628  

4,631  

5,011  

5,353  
5,474  

5,492  

6,060  

4,430  

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

煙台市(n=8) 

佛山市(n=8) 

襄陽市(n=9) 

瀋陽市(n=7) 

青島市(n=27) 

無錫市(n=7) 

天津市(n=12) 

大連市(n=30) 

東莞市(n=44) 

杭州市(n=11) 

深圳市(n=25) 

武漢市(n=18) 

福州市(n=15) 

中山市(n=21) 

アモイ市(n=9) 

蘇州市(n=25) 

広州市(n=28) 

上海市(n=20) 

北京市(n=14) 

中国(n=389) 

1,988  

2,157  

2,201  

2,270  

2,436  

2,507  

2,510  

2,553  

2,556  

2,576  

2,620  

2,708  

2,760  

2,826  

2,926  

3,028  

3,203  

3,564  
3,670  

2,691  

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

襄陽市(n=9) 

煙台市(n=9) 

中山市(n=26) 

東莞市(n=50) 

無錫市(n=7) 

佛山市(n=9) 

瀋陽市(n=11) 

大連市(n=33) 

武漢市(n=21) 

青島市(n=38) 

アモイ市(n=10) 

天津市(n=12) 

深圳市(n=27) 

福州市(n=18) 

杭州市(n=11) 

上海市(n=21) 

蘇州市(n=29) 

広州市(n=33) 

北京市(n=18) 

中国(n=450) 

5,485  

6,654  

6,831  

7,096  

7,167  

7,167  

7,464  

7,521  

7,743  

8,090  

8,184  

8,190  

8,195  

8,380  

8,789  

9,565  

9,867  
10,038  

10,810  

8,023  

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

煙台市(n=8) 

襄陽市(n=9) 

青島市(n=34) 

中山市(n=26) 

大連市(n=28) 

福州市(n=15) 

天津市(n=11) 

佛山市(n=9) 

無錫市(n=7) 

東莞市(n=48) 

深圳市(n=25) 

武漢市(n=16) 

杭州市(n=11) 

アモイ市(n=10) 

瀋陽市(n=9) 

蘇州市(n=26) 

上海市(n=23) 

広州市(n=35) 

北京市(n=19) 

中国(n=424) 

市別 
作業員 

2,421 

2,486 

2,534 

2,662 

2,699 

2,722 

2,830 

2,895 

2,989 

3,208 

2,691 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

繊維(n=20) 

電気機械器具(n=92) 

輸送機械器具(n=76) 

精密機械器具(n=18) 

鉄・非鉄・金属(n=53) 

食料品(n=36) 

化学・医薬(n=53) 

木材・パルプ(n=7) 

ゴム・皮革(n=16) 

一般機械器具(n=32) 

製造業(n=450) 

3,451 

3,983 

4,368 

4,399 

4,493 

4,570 

4,762 

4,906 

4,954 

4,430 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

繊維(n=15) 

食料品(n=29) 

電気機械器具(n=86) 

輸送機械器具(n=68) 

ゴム・皮革(n=14) 

鉄・非鉄・金属(n=46) 

精密機械器具(n=18) 

化学・医薬(n=48) 

一般機械器具(n=25) 

製造業(n=389) 

6,710 

6,896 

7,716 

7,721 

8,191 

8,589 

8,677 

8,840 

8,882 

8,023 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

食料品(n=32) 

繊維(n=20) 

鉄・非鉄・金属(n=47) 

一般機械器具(n=28) 

輸送機械器具(n=73) 

電気機械器具(n=88) 

化学・医薬(n=53) 

ゴム・皮革(n=15) 

精密機械器具(n=20) 

製造業(n=424) 

業種別 
 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 

（注）n≧5の市、業種のみ。 

エンジニア マネージャー 



4,071  

4,552  

4,583  

4,620  

4,622  

4,998  

5,062  

5,143  

5,814  

6,318  

6,329  

5,365  

0 5,000 10,000 15,000 20,000

青島市(n=22) 

天津市(n=9) 

瀋陽市(n=6) 

成都市(n=5) 

大連市(n=28) 

広州市(n=24) 

武漢市(n=15) 

重慶市(n=7) 

深圳市(n=16) 

北京市(n=52) 

上海市(n=54) 

中国(n=264) 

７.賃金(3) 基本給月額 
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 単位： 人民元 
 単位： 人民元 

7,820  

7,978  

9,078  

9,344  

10,357  

10,466  

12,555  

13,229  

13,583  

14,363  

11,950  

0 5,000 10,000 15,000 20,000

成都市(n=5) 

天津市(n=9) 

青島市(n=22) 

武漢市(n=9) 

重慶市(n=7) 

大連市(n=27) 

深圳市(n=15) 

広州市(n=22) 

上海市(n=52) 

北京市(n=48) 

中国(n=242) 

市別 

スタッフ マネージャー 

業種別 

4,070  

5,054  

5,776  

5,860  

6,367  

5,365  

0 5,000 10,000 15,000 20,000

運輸業(n=41) 

建設業(n=8) 

卸売・小売業(n=96) 

通信・ソフトウエア業(n=24) 

金融・保険業(n=15) 

非製造業(n=264) 

8,892 

12,219 

12,763 

13,604 

16,929 

11,950 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

運輸業(n=39) 

建設業(n=7) 

卸売・小売業(n=88) 

通信・ソフトウエア業(n=25) 

金融・保険業(n=14) 

非製造業(n=242) 

 単位： 人民元  単位： 人民元 

（注）n≧5の市、業種のみ。 
基本給月額（中国 非製造業、市別、業種別） 



45,782  

46,019  

47,172  

47,913  

48,768  

49,205  

50,703  

51,350  

53,614  

54,358  

55,695  

56,441  

56,938  

58,412  

60,037  

63,691  

63,993  
64,911  

70,344  

55,264  

0 50,000 100,000 150,000 200,000

瀋陽市(n=10) 

襄陽市(n=8) 

煙台市(n=8) 

青島市(n=31) 

佛山市(n=8) 

東莞市(n=40) 

杭州市(n=8) 

無錫市(n=6) 

中山市(n=19) 

福州市(n=16) 

大連市(n=25) 

深圳市(n=25) 

アモイ市(n=8) 

天津市(n=10) 

武漢市(n=18) 

蘇州市(n=25) 

北京市(n=16) 

上海市(n=22) 

広州市(n=28) 

中国(n=379) 

64,253  

65,688  

67,864  

71,212  

72,481  

77,538  

78,010  

80,903  

81,833  

82,178  

82,833  

85,680  

86,677  

94,809  

97,436  

101,823  

108,090  
108,484  

108,608  

87,058  

0 50,000 100,000 150,000 200,000

煙台市(n=8) 

瀋陽市(n=7) 

襄陽市(n=8) 

青島市(n=23) 

佛山市(n=8) 

杭州市(n=8) 

無錫市(n=6) 

福州市(n=14) 

アモイ市(n=9) 

大連市(n=25) 

東莞市(n=38) 

天津市(n=10) 

深圳市(n=24) 

武漢市(n=15) 

中山市(n=15) 

蘇州市(n=21) 

上海市(n=19) 

北京市(n=14) 

広州市(n=26) 

中国(n=341) 

７.賃金(4) 年間実負担額、賞与 

66 

年間実負担額（中国 製造業、市別、業種別）  

 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 

99,579  

113,543  

114,231  

119,742  

134,606  

136,111  

136,400  

136,926  

143,689  

144,175  

144,462  

151,103  

157,833  

169,685  

181,667  

187,174  

189,628  
192,561  

223,851  

154,892  

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

煙台市(n=7) 

青島市(n=28) 

福州市(n=13) 

襄陽市(n=8) 

中山市(n=19) 

アモイ市(n=9) 

無錫市(n=6) 

東莞市(n=40) 

佛山市(n=9) 

瀋陽市(n=8) 

大連市(n=23) 

深圳市(n=24) 

天津市(n=9) 

蘇州市(n=23) 

杭州市(n=9) 

上海市(n=22) 

武漢市(n=14) 

広州市(n=31) 

北京市(n=19) 

中国(n=370) 

市別 作業員 エンジニア マネージャー 

49,543 

51,500 

51,516 

52,991 

53,672 

54,115 

56,843 

56,869 

58,041 

59,273 

55,264 

0 50,000 100,000 150,000 200,000

精密機械器具(n=14) 

木材・パルプ(n=6) 

繊維(n=21) 

食料品(n=30) 

鉄・非鉄・金属(n=47) 

電気機械器具(n=80) 

ゴム・皮革(n=12) 

輸送機械器具(n=65) 

一般機械器具(n=27) 

化学・医薬(n=43) 

製造業(n=379) 

63,147 

77,105 

81,680 

83,411 

89,532 

89,928 

91,668 

91,685 

93,018 

87,058 

0 50,000 100,000 150,000 200,000

繊維(n=14) 

食料品(n=26) 

精密機械器具(n=15) 

鉄・非鉄・金属(n=42) 

一般機械器具(n=23) 

電気機械器具(n=79) 

ゴム・皮革(n=13) 

化学・医薬(n=38) 

輸送機械器具(n=57) 

製造業(n=341) 

135,244  

135,773  

136,686  

139,196  

159,827  

160,352  

160,832  

162,189  

168,618  

154,892  

0 50,000 100,000 150,000 200,000

食料品(n=30) 

繊維(n=19) 

一般機械器具(n=25) 

鉄・非鉄・金属(n=43) 

化学・医薬(n=42) 

精密機械器具(n=14) 

輸送機械器具(n=63) 

電気機械器具(n=82) 

ゴム・皮革(n=13) 

製造業(n=370) 

 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 
業種別 

賞与 ヵ月 社数 

作業員 1.9 451 賞与（中国、製造業） 

（注）n≧5の市、業種のみ。 

賞与 ヵ月 社数 

エンジニア 2.1 381 

賞与 ヵ月 社数 

マネージャー 2.2 416 
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７.賃金(5) 年間実負担額、賞与 
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 単位： 人民元  単位： 人民元 

163,076 

236,302 

244,852 

275,167 

298,917 

221,128 

0 100,000 200,000 300,000 400,000

運輸業(n=37) 

卸売・小売業(n=77) 

通信・ソフトウエア業(n=24) 

建設業(n=6) 

金融・保険業(n=12) 

非製造業(n=221) 

68,890 

106,393 

106,570 

107,613 

107,943 

100,058 

0 100,000 200,000 300,000 400,000

運輸業(n=37) 

金融・保険業(n=14) 

卸売・小売業(n=84) 

通信・ソフトウエア業(n=23) 

建設業(n=7) 

非製造業(n=239) 

スタッフ 

62,818  

85,294  

86,053  

88,628  

90,779  

90,833  

92,892  

98,293  

114,498  

120,732  

124,600  

100,058  

0 100,000 200,000 300,000 400,000

青島市(n=18) 

天津市(n=8) 

大連市(n=26) 

成都市(n=5) 

武漢市(n=12) 

瀋陽市(n=6) 

広州市(n=20) 

深圳市(n=14) 

北京市(n=51) 

上海市(n=50) 

重慶市(n=5) 

中国(n=239) 

134,207  

147,200  

156,875  

170,112  

191,857  

192,938  

220,335  

249,237  

255,233  

262,515  

221,128  

0 100,000 200,000 300,000 400,000

青島市(n=17) 

重慶市(n=5) 

天津市(n=8) 

成都市(n=5) 

武漢市(n=7) 

大連市(n=26) 

深圳市(n=13) 

広州市(n=19) 

上海市(n=49) 

北京市(n=47) 

中国(n=221) 

市別 

業種別 

 単位： 人民元  単位： 人民元 

賞与 ヵ月 社数 

マネージャー 2.0 243 

（注）n≧5の市、業種のみ。 

マネージャー 

賞与 ヵ月 社数 

スタッフ 1.9 263 

年間実負担額（中国 非製造業、市別、業種別） 

賞与（中国、非製造業） 
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